科学技術動向 2006年10月号 by 科学技術動向センター & 科学技術動向研究センター
P.2
P .21
P.1
P .12
P.4
P.5
P.6
P.7
P.3
P .30
P.8
P.9
P.10
情報通信技術と「思想」
̶科学技術の能力としての「思想」̶ ‥‥‥‥‥
「EUナノロードマップ」
̶ナノテクノロジー分野における
　技術ロードマップの課題と今後の展望̶‥‥‥‥
通信放送衛星システムの利用動向 ‥‥‥‥
情報通信分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縡光インターコネクションの超高密度実装技術を開発
ナノテク・材料分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縒水素親和性ナノ粒子を分散させた高効率の水素分離膜
エネルギー分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縱量子ドット超格子を用いた太陽電池研究の進展
社会基盤分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縟長期シミュレーションにより
　水不足の影響を受ける世界人口を予測
フロンティア分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縉地震・津波を観測監視する海底ネットワークシステムの構築
その他の分野　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
縋科学技術予測と社会的需要の相互作用を巡る欧州の動き
特別記事　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥　
蚪 2006年ノーベル賞自然科学3部門の受賞者決まる

1Science & Technology Trends   October  2006
本文は p. 12 へ
情報通信技術と「思想」
̶科学技術の能力としての「思想」̶
　本稿では、従来の科学技術政策で強調された意味での「文理融合」とは全く異なる科
学技術の人文社会科学への「関わり」が、日本における情報通信分野、特にソフトウェ
ア分野の発展・衰退の鍵を握る可能性があることを指摘する。そして、その観点に立っ
ての科学技術政策の必要性を提唱する。
　現代社会における科学技術の位置を考えれば、科学・工学と人文社会科学との共同作
業という意味での「文理融合」は、科学技術政策の極めて重要なテーマであり、第三期
科学技術基本計画においても、環境分野を中心にその重要性が繰り返し強調されている。
　それは科学技術の社会への「良き効果」「悪しき効果」を経済学、倫理学などの人文
社会学的観点から検証するというものが主だった。しかし、他分野に比べて極めて「弱
い」と言われる日本のソフトウェア分野を、米国、インドなどの水準に引き上げるには、
技術者・科学者が持つ人文社会学的能力、このレポートでいう「思想」能力を向上させ
る必要があり、その観点にたつ政策が必要である。
　本稿でいう「思想」は、社会的・政治的思考体系を意味する思想ではなく、「トヨタ
生産方式の実践哲学」などという時の「哲学」に近い。本稿では、そのような「思想 ｣
の意味を情報通信技術史の中で現れた三つの顕著な例を通して説明し、「思想」の必要
性を考慮した科学技術振興政策の必要性について論じる。
　また、すべての科学技術が、さらには社会全体が急激に「情報化」「サイバー化」さ
れる傾向にあることを考慮すると、ソフトウェア分野に限らず、他分野においても同様
の科学技術政策が必要であることを指摘する。
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「EUナノロードマップ」
̶ナノテクノロジー分野における
技術ロードマップの課題と今後の展望̶
　近年、社会経済の発展におけるイノベーションの重要性が広く認識されるようにな
ると共に、将来の研究開発を効果的に計画・実行していくための手法として技術ロード
マップが注目を集めている。欧州委員会では、第６次フレームワークプログラム（The 
Sixth Framework Programme：FP6）の一環で、ナノテクノロジーに関するロードマ
ップ（EUナノロードマップ）を作成し、2006 年１月にホームページにて公開した。ナ
ノテクノロジーに関連する３つの研究分野（材料、健康・医療、エネルギー）を対象に、
2015 年までのナノテクノロジーの中長期的な予測と概観を目的としている。本稿では、
このEUナノロードマップの概要を紹介すると共に、同分野における技術ロードマップ
がこれから直面すると予想される課題や今後のあり方について検討を試みる。
　EUナノロードマップは、2004 ～ 2005 年にわたる約２年間、調査・実施されたプロ
ジェクトで、１年目に世界各国のナノテクの政策や技術動向に関する情報の収集と分析、
それを基にしたナノテクの応用分野の模索を行い、続く２年目に３分野それぞれ４つの
技術領域に焦点を絞り込んだ上でロードマップ作成作業を行っている。各年の 11 月に
は国際会議を開き、参加者からの意見収集を行い、また調査の実施に当たっては、EU
内の８カ国とイスラエルの技術系コンサルタントがそれぞれの得意分野を活かした形で
の国際的なコンソーシアムを形成している。実際のロードマップ作成においてはデルフ
ァイ調査の手法を採用し、この調査には約 230 名の専門家が回答し、全体の８割強が欧
州各国から、また６割強がアカデミアから参加している。
　EUナノロードマップの特徴として、技術面以外の観点が非常に多く盛り込んである
ことが挙げられる。１年目に実施した事前調査編では、各分野における経済効果や社会
影響、技術動向、世界各国の施策等を扱っている。技術ロードマップ編では、各技術の
特徴やリスク、世界における EUの競争力、将来における応用等が今後 10 年間にわた
り予測・分析されている。作成されたロードマップは技術の応用例を中心にして、横軸
を時間ではなく開発のフェーズ（基礎研究、応用研究等）毎に描かれており、時間軸の
概念は 2005 年から５年毎に３枚のマップを描くことで表現されている（材料分野）。そ
の後に技術的・社会的課題やボトルネックについて議論されている。そこでは、技術の
国際競争力比較や融合研究施設の必要性など、多岐にわたり検討されている。
　ナノテクノロジーのように新しい産業の構築を目指す研究領域では、技術的実現の不
確実性および市場の不確実性から、技術と製品とのつながりをマップ中に描くことは非
常に難しい。従って同分野のロードマップは戦略の明確化を進めながらも、必要以上に
ナノテクの持つ可能性を狭めることの無いよう注意する必要がある。これに対する具体
的対策としては、毎年の改定を継続していくことや、将来求められるであろう材料の「機
能」や「特性」に軸足を置いたマップ作りを行うこと、また、他分野のロードマップと
の整合性を強化することで目標を明確にすること等が考えられるが、それらに加えて、
前述したようなナノテクロードマップの持つ課題や危険性を作成者・使用者共に十分理
解することが重要であろう。
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通信放送衛星システムの利用動向
　緊急・災害時の情報伝達ルートの確保や長距離・広範囲・１対多の通信・放送を担う
衛星システムは、静止軌道を利用する実用的な宇宙開発の代表的な成果である。現時点
における通信放送衛星システムの主な役割は、①災害発生に伴う通信途絶時の代替通信
手段、②地上インフラ未整備の離島や僻地での主たる通信手段、③救急活動やニュース
収集など機動性が求められる現場での活用、④航空機や船舶などの移動体との通信、な
どである。
　既に技術が成熟したとも思われる衛星通信技術であるが、地上の光ファイバー網や海底
ケーブルなどの通信放送システムと融合させてユビキタスネットワークを構築するため
に、現在では必須のインフラであり、この面においては今後の研究開発が期待されている。
第３期科学技術基本計画においても、「通信放送衛星システム」はフロンティア分野の重
要な研究開発課題の１つとされ、2007 年度の「超高速インターネット衛星（W
ウ イ ン ズ
INDS）」、
2006 年度の「技術試験衛星Ⅷ型（ETS－衄
エイト
）」及び「高度衛星通信技術に関する研究開発」
の 3項目について、研究開発目標及び成果目標が定められている。中長期的には、これ
らの研究成果を発展させ、小型・軽量化や低コスト化・大容量化を図り、最終的に地上
のシステムと共通プラットフォーム化して、ユビキタス社会構築に貢献していくと予想
される。光通信の時代の後に、大きな変化として、最も安全な通信方式であるといわれ
ている量子通信へと移行する時代が来る可能性がある。欧州や中国では衛星‐地上間の
量子暗号通信実験が既に計画されている。
　本稿では今後の通信放送衛星システム利用及び技術開発の現状を概観し、今後のある
べき姿に関して、以下の提言を行う。
盧災害･緊急時のための衛星通信の利用
　宇宙インフラは、地上インフラの弱点である災害時の脆弱性を補うものである。特に、
安全･安心の確保の観点から、「災害･危機管理に関する情報を国民に即時に周知できる衛
星」を我が国の重要なインフラとして整備すべきである。
盪利便性を向上させる定常的な通信放送衛星システム
　より利便性の高い移動体通信やユビキタスなインターネット接続環境などを実現する
上で、ETS－ⅧやWINDSが実証する機能を継続的に利用できるようにする必要がある。
我が国の国益や安全保障のために必要な衛星について、我が国が開発した機器を搭載し
た衛星が国際調達手続を経て合理的に選定されるように、衛星技術開発・製造・運用体
制を整えるべきである。
蘯衛星通信技術を土台とした将来技術の研究促進
　第３期科学技術基本計画における通信放送衛星システムの目標を実現した後、我が国
は衛星通信技術の領域における技術開発の方向性を考える必要がある。大容量化や高精
度化などの改良技術だけでなく、我が国が培ってきた衛星通信技術を土台として、長距
離の宇宙量子通信の研究を促進することも一つの方向性であると考える。
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 情報通信分野 TOPICS Information & Communication
　2006年 9月 15日、日本電気譁は、次世代スーパーコンピュータを構成する LSI のチップ間光イン
ターコネクションの実現に向け、約1,000信号の光伝送を可能にする光モジュールの超高密度実装技術
の開発に成功したと発表した。LSI 自体の処理速度が高速化する反面、チップ間のデータ伝送速度が追い
つかず、性能向上のボトルネックになりつつあった。今回開発した技術は、ガラスセラミックの光モジュ
ール基板の側面に、高密度に微小電極を形成し、光素子をその電極に直接実装しようとするものである。
光モジュールをプリント基板上に搭載することで、約10cm角の基板上で約1,000信号の光／電気変
換が実現する見通しである。次世代スーパーコンピュータへの適用を目指し、平成17年度～19年度
の開発計画において、信号あたり20Gbps 超の速度で、合計20Tbps 程度のチップ間光インターコネ
クション技術の研究開発を進めていく予定である。
トピックス1　光インターコネクションの超高密度実装技術を開発
　2006年９月 15日、日本電気譁（以下、NEC）は、
次世代スーパーコンピュータを構成するLSI のチ
ップ間光インターコネクションの実現に向け、約
1,000 信号の光伝送を可能にする光モジュールの超
高密度実装技術の開発に成功したと発表した。次
世代スーパーコンピュータ向けの要素技術開発に
ついては、今年３月に発表した 25Gbps動作の面発
光レーザの開発に続く成果となる。
　次世代スーパーコンピュータ開発およびその利
用は、第３期科学技術基本計画においても国が集
中的に投資して推進する「国家基幹技術」のひと
つに位置づけられている１）。次世代スーパーコン
ピュータを開発する上で、LSI自体の処理速度は高
速化する反面、チップ間のデータ伝送速度が追い
つかず、性能向上のボトルネックになりつつある。
従来の電気伝送では高速化の限界があり、光伝送
が検討されてきた２）。次世代スーパーコンピュー
タの実現には、20Gbps 超の速度で動作するLSI 性
能に加え、１つのLSIに対して約 1,000 信号の光／
電気変換を可能にする光モジュールが必要とされ
ている。
　今回開発した技術は、ガラスセラミックの光モ
ジュール基板の側面に、微小電極を 125μm間隔で
形成し、光素子をその電極に直接実装を可能にす
るものである。セラミック基盤の側面に、これほ
どの高密度かつ直接実装は世界初となる。この技
術により、4.5mm角の光モジュールの基板上に 12
信号分の素子を搭載できる。今回、送信・受信用
の光モジュール４個（48信号）をLSI チップと同
一プリント基板上に搭載し、LSIチップ間において
信号あたり 10Gbpsの光伝送に成功した。今後さら
に光モジュールをプリント基板上に搭載すること
で、約 10cm角の基板上で約 1,000 信号の光／電気
変換が実現する見通しである。
　NECでは、平成 17年度～ 19年度までの文部科
学省の「超高速コンピュータ用光インターコネク
ションの研究開発」という研究課題において、信
号あたり 20Gbps以上で動作する光素子と、チップ
間の高速・高密度配線技術の研究に取組んできた。
今後、これらの研究成果を統合し、次世代スーパ
ーコンピュータへの適用を目指して、信号あたり
20Gbps 超の速度で、合計 20Tbps 程度のチップ間
光インターコネクション技術の研究開発を進めて
いく予定である。
参考 1） 内閣府： http://www8.cao.go.jp/cstp/kihon
   keikaku/honbun.pdf
 2） 科学技術動向　No58, 2006年 1月
日本電気譁プレスリリース：http://www.nec.co.jp/press/ja/0609/
1501.html より
科 学 技 術 動 向　2006年 10月号
4 5Science & Technology Trends   October  2006
 ナノテク・材料分野 TOPICS NanoTechnology & Materials
　従来の主流である水素製造方法では、約800℃の高温下で行われる天然ガスの水蒸気改質による吸熱
反応を用いており、そのため、熱効率の向上が課題となっている。 Z新エネルギー・産業技術総合開
発機構が推進している 「高効率高温水素分離膜の開発」プロジェクトにおいて、譛ファインセラミック
スセンターの研究者らは、水素の透過率および選択性に優れた分離膜の作製に成功した。直径が数～十数
nmのニッケルなどの水素親和性粒子を分離活性層内に分散させたナノ複合多孔質シリカ分離膜で、従来
の水素製造方法に比べて70％増の世界最高の水素分離特性を得た。この分離膜は、分子ふるい機能を有
する非晶質多孔質シリカに水素親和性ナノ粒子を分散させることで、高温における水素の吸脱着特性と
分子ふるい機能を併せ持つ。この水素分離膜を組み込んだ、膜反応モジュールの開発も実施されており、
高効率水素製造プロセスは2010年頃に実現すると期待されている。
トピックス2　水素親和性ナノ粒子を分散させた高効率の水素分離膜
　水素を利用する環境低負荷型エネルギーシステ
ムの構築に向けて、高効率な水素製造技術の開発
が望まれている。従来の水素製造方法は、主成分
がメタンである天然ガスの水蒸気改質反応による
ものが主である。この反応は吸熱反応であり、ニ
ッケル（Ni）系触媒などを用いて高温（約 800℃）・
加圧条件下で行われているため、熱効率の向上が
課題となっている。さらに、水素の生成工程と分離・
精製工程が独立しており、これらの工程を一体化
できれば、反応温度低減などによる省エネルギー
化が可能となる。
　このようなニーズを受けて、平成 14年度より、
C新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）
が推進する「高効率高温水素分離膜の開発」プロ
ジェクトが開始された。膜による水素分離特性は、
水素の透過率と水素のみをふるい分ける選択性に
よって評価されるが、これらの特性は相反する関
係にあり、多孔質膜の実用化のためには、これら
を両立させることが課題である。
　プロジェクトの集中研究所である譛ファインセ
ラミックスセンター（JFCC）の岩本らは、東京大
学との共同研究により、膜厚を数十から数百 nm
に制御するとともに、膜の細孔径を水素分子径よ
り若干大きい約 0.3nmで制御して得られる分子ふ
るい機能による多孔質セラミックス膜の開発をし
て、多孔質基材、中間層および分離活性層の多層
構造を、数百 nmからサブ nmのスケールで制御
したセラミックス膜の開発を進めてきた。この度、
水素の透過率および選択性の開発目標値を達成し
たシリカ高効率水素分離膜の合成に成功し、従来
の水素製造方法に比べて 70％増の世界最高の水素
分離膜特性を得た（右図参照）。ここでは、新規な
分離膜として、水素のみをふるい分ける分子ふる
い機能を有する非晶質多孔質シリカと高温で水素
親和性を有するNiなどとの複合効果についても検
討し、直径が数～十数nmのNi粒子を分離活性層
内に析出させたナノ複合シリカ膜を作製した。Ni
単体は高い水素吸着性を示すが、その高温での水
素脱着性は存在しないのに対して、Niナノ粒子分
散非晶質シリカは水素の可逆的な吸脱着特性を有
することが見出された。このような水素の吸脱着
特性が、Niナノ粒子分散非晶質シリカ膜の高温で
の水素透過率と選択性の向上に寄与しているもの
と言える。現在さらに、ナノ粒子複合シリカ膜の
さらなる水素分離特性の向上とともに、分離活性
層および中間層の耐熱および耐水蒸気性の向上を
目的とした材料開発が進められている。膜反応モ
ジュールの開発も精力的に行われおり、NEDOの
ロードマップによれば、高効率水素製造プロセス
は2010年頃に実用化が予定されている。
参考  岩本雄二ほか、「触媒年鑑・触媒技術の動向と展
望」、「ニッケルナノ粒子分散シリカ系高温水素
分離膜の開発」、触媒学会編、p.74～ p.81（2006）
多孔質セラミックス水素分離膜間の特性比較
JFCC提供
科 学 技 術 動 向　2006年 10月号
6 7Science & Technology Trends   October  2006
 エネルギー分野 TOPICS Energy
　現在主流のシリコン半導体によるシングル接合太陽電池の理論限界効率（26～ 28%）を克服する新
たな方式として筑波大学岡田助教授らは、InAs/InGaAlAs 系材料を用いた量子ドット超格子構造の太
陽電池セル作製に成功した。岡田助教授らは、InP基板の格子定数より大きい量子ドット層と小さい中
間層を交互に積層させることで、自己組織化する際の残留ひずみの蓄積を抑制し、量子ドット層が30
層積層した超格子構造の作製を実現した。今後、層構造の最適化や高密度化が図られ、シングル接合太
陽電池に対する優位性や実用性が検討される予定である。
　筑波大学岡田至崇助教授らは、InAs/InGaAlAs
系材料を用いた量子ドット超格子構造の太陽電池
セルを作製し、2006年６月に成果を報告した。
　現在、実用化している太陽電池用半導体材料は、
厚さ 200～ 350μmの単結晶または多結晶シリコン
が主流であるが、いずれも一組のpn接合構造をと
ることから、シングル接合太陽電池と呼ばれてい
る。シングル接合太陽電池では、透過損失や電子
‐電子散乱等による熱エネルギー損失が原理的に大
きく、理論限界効率は 26～ 28％の範囲にとどまる
（図表１）。この理論限界を克服する新たな方式と
して、半導体量子ドット超格子を太陽電池に用い
る研究が進展している。
　量子ドットとは寸法が電子のド・ブロイ波長程
度（約 10ナノメートル）の半導体ナノ結晶のこと
であり、基板結晶上にエピタキシャル成長する方
法で作製される。量子ドットを三次元的に高密度
で均一性良く周期配列した量子ドット超格子構造
とし、p層と n層の中間層（i層）に挟み込んだ構
造の太陽電池は、理論限界効率が 63％にまで達す
ると見積もられている。シングル接合太陽電池と
比較してエネルギー変換効率が大きく向上する理
由としては、
① 量子サイズ効果とマルチバンド形成により、吸
収可能な太陽光スペクトル帯域が増加する（透
過損失の低減）
② 量子ドット間の電子的結合によるトンネル効果
により、高速でキャリアを引き抜くことで、熱
エネルギー損失を抑制する（短波長損失の低減）
と説明されている。また、従来と比較して薄膜化
できることから、コスト面、資源量節約の面でも
期待されている。
　しかし、これまでの作製法では、量子ドット層
周辺の残留ひずみが積層数とともに増大し、十分
な膜厚の量子ドット超格子の作製が困難であった。
岡田助教授らは、基板の格子定数より大きい量子
ドット層と小さい中間層を交互に積層することで、
量子ドットが自己組織化する際の残留ひずみの蓄
積を抑制する効果を応用した。作製した試料では、
量子ドット層が 30層積層した状態においても、ド
ット群の成長方向への整列性が保持されており、
全量子ドットが 1012 個に達する高品質な三次元量
子ドット超格子構造を実現した（図表２）。また、
太陽電池セル構造に適用して、長波長領域の量子
効率が増大していることも確認した。まだシング
ル接合太陽電池をしのぐ効率は検証できていない
が、今後、層構造の最適化、量子ドットサイズ均
一性改善および高密度化により、シングル接合太
陽電池に対する優位性や実用性について検討され
る予定である。
参考  岡田、「自己組織化量子ドット超格子と高効率
太陽電池への応用」、日本結晶成長学会誌 ､Vol 
33、No. 2（2006）
トピックス3　量子ドット超格子を用いた太陽電池研究の進展
図表２　量子ドット超格子太陽電池の断面構造および写真
提供：筑波大学　岡田 至崇 助教授
図表１　シングル接合太陽電池におけるエネルギー損失
科学技術動向研究センターにて作成
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 社会基盤分野 TOPICS Infrastructure
　Science 誌 2006年 8月 25日号に、Z科学技術振興機構、東京大学生産技術研究所及び総合地球
環境学研究所が、将来における世界の水需給の逼迫状況に関する研究成果を発表した。ダム流量操作や灌
漑などの人間活動を考慮した独自の世界水循環水資源モデルを開発・導入し、また、気候予測と人口及
び経済発展推計値に基づき、各国の生活用水・工業用水・農業用水の取水量変化を21世紀後半まで
推計した。2075年には水不足の影響を受ける世界の人口が40億人以上となると予測し、こうした人
口を少しでも減少させるよう水資源対策を各国協力して展開する必要性を示している。
トピックス4　長期シミュレーションにより水不足の影響を受ける世界人口を予測
　20世紀後半から始まった急激な人口の増加と人
間活動の拡大が世界各地で水不足、水環境の悪化、
洪水被害の増大などを発生させ、今世紀中頃には
開発途上国においてその問題がより深刻化すると
予想されている。また、地球温暖化などを含む気
候変動が水循環、水資源に及ぼす影響も懸念され
ている。そのような状況の中、1992 年のリオ環境
サミットを契機として、2002年のヨハネスブルグ・
地球サミットや 2003 年のエビアンG8サミットに
おいて、水資源不足に関する問題が議論され、世
界的な問題として関心が高まっている。
　これまでの世界的な水危機に関する情報は、ほ
とんどが欧米の研究者や機関からの発信であっ
たが、今回、日本の研究者グループによる成果が
Science 誌 2006 年 8月 25日号に発表された。この
発表は、国際的な水問題に対する日本からの初の
情報発信として意義が大きい。
　これは、C科学技術振興機構（JST）戦略的創
造研究推進事業チーム型研究（CREST）「水の循環
系モデリングと利用システム」研究領域（研究総括：
虫明功臣福島大学教授）の研究テーマ「人間活動
を考慮した世界水循環水資源モデル」の研究代表
者である沖大幹東京大学生産技術研究所助教授と、
総合地球環境学研究所プロジェクト「地球規模の
水循環変動ならびに世界の水問題の実態と将来展
望」の研究代表者である鼎信次郎総合地球環境学
研究所助教授の共同研究成果である。
　この研究では、地球規模の水循環と水収支や世
界の水需給バランスを推定し、気候変動に関する
政府間パネル（IPCC）の SRES社会シナリオに沿
った水需要予測及びAR4注１）用の気候変動予測情
報の最新マルチモデルアンサンブルにより、水不
足で困窮すると目される世界人口を推計した。現
在、高い水ストレス注２）にある地域は中国北部、
インドとパキスタンの国境付近、中東、米国中西
部で、この地域に住んでいる人口は世界人口の 65
億人中約 24億人であるとされている。今回、シナ
リオにより異なるが 2075 年には、世界人口 80億
人中 40億人以上が、人口増加と経済発展に伴う生
活用水・工業用水・農業用水などの使用増加により、
水不足の影響を受けるようになると予測された。
　このシミュレーションでは、CRESTの研究に
よるグローバルな地表面の水及びエネルギー収支
に関する最新の算定結果等を用い、ダム流量操作
や灌漑などの人間活動を考慮した独自の世界水循
環水資源モデルを開発・導入し、地球シミュレー
タ等による気候予測と将来社会シナリオに沿った
人口や経済発展推計値に基づいて、各国の生活用
水・工業用水・農業用水の取水量変化を 21世紀後
半まで推計した。これまでの研究は 2025 年までの
推計であったが、今回は、2075 年までの長期シミ
ュレーションで推計した。高い水ストレス下にあ
る人口は、2000年の第２回世界水フォーラムでは、
2025年の予測は 40億人であったが、今回の推計は
35億人となった。
　予測結果から、水ストレス下に置かれる人口を
この予測値より少しでも減少させるよう、水資源
対策を各国協力して展開する必要性を示している。
注１　AR4：IPCCの第４次評価報告書
注２　水ストレス：年間あたりの降雨等のうち河川及び地
下水系に入る水量に占める人間が取水する水量の比で、0.40
を超えていると高い水ストレス状態にあると判断する。
提供：東京大学　沖 大幹 助教授
2075 年の水ストレス指標分布図
科 学 技 術 動 向　2006年 10月号
8 9Science & Technology Trends   October  2006
 フロンティア分野 TOPICS Frontier
　本州南岸の南海トラフという海溝に沿って100～150年の間隔でマグニチュード8級の巨大地震が
発生してきた。しかも過去の東南海地震と南海地震は同時ないしわずかの期間に続いて発生した。陸域で
は基盤観測網がすでにできあがっており、さまざまな観測が行われているが、巨大地震の震源となる海底
で、地震を直接に、しかもリアルタイムに観測できるシステムは限られている。文部科学省は平成18年
度から4ヵ年計画で 「地震・津波観測監視システムの構築」を開始し、 Z海洋研究開発機構は、 海
底ネットワークシステムの開発を大学などの研究機関と連携して進めていく。本システムができあがれ
ば、我が国周辺海域における地震観測網が実現し、海溝型巨大地震の調査研究もより一層進展していくこ
とになる。
トピックス5　地震・津波を観測監視する海底ネットワークシステムの構築
　本州南岸の伊豆半島から西方には南海トラフと
いう海溝が伸びている。この海溝に沿っておよそ
100～ 150年の間隔でマグニチュード８級の巨大地
震が発生してきた。しかも過去に東南海地震と南
海地震は同時ないしわずかの期間に続いて発生し
た。安政の大地震（1854 年）では、東南海側の震
源域で最初に破壊が発生し、約 32時間後に南海側
が破壊したと伝えられている。1944 年に発生した
東南海地震の２年後の 1946 年に南海地震が発生し
ている。それからすでに 60年が経過しており、次
の巨大地震に備えて、この地震発生のメカニズム
を理解するためにさまざまな観測が行われている。
さらに地震・津波を観測監視するシステムを構築
する技術開発が始まっている。
　文部科学省は平成 18年度から４ヵ年の計画によ
り「地震・津波観測監視システムの構築」を開始
した。このプロジェクトでは、最初の震源となる
可能性が高い紀伊半島沖に稠密な海底ネットワー
クシステムを構築する。これは、地殻の活動を監
視するため、海底にケーブルネットワークを敷設
して要所に地震計や津波計などの観測装置を配置
し、陸上基地においてリアルタイムの連続観測を
行うものである。海底ネットワークシステムの開
発と整備、及び高精度地震予測モデルの構築をC
海洋研究開発機構が実施する。合わせて同機構は
海底音響GPSシステムの開発を東北大学及び名古
屋大学と、移設可能な次世代インライン型システ
ムの開発を東京大学地震研究所と、さらに海溝型
巨大地震の発生機構の解明をC防災科学技術研究
所と連携して行う。
　既に陸域には 2,000 点ほどの地震観測点による
基盤観測網ができあがり、GPSによる精密な地殻
の変動がリアルタイムに計測されている。しかし、
巨大地震が発生する海底では、地震を直接に、か
つリアルタイムに観測できる場所は限られており、
観測点数は十分とはいい難い状態にある。
　C海洋研究開発機構はこれまで、相模湾初島沖
と高知県室戸沖および北海道釧路沖において、海
底ケーブルを利用する海底地震総合観測システム
を開発・設置し、観測や保守などの技術開発を行
ってきた実績を有する。今回の新たな計画では、
さらにシステムの拡張性や冗長性、あるいは保守
性を考慮してネットワークを構築する。万が一、
ケーブルがどこか一ヶ所で切断してもデータ伝送
を確実に継続できるようにすること、観測機器の
長期信頼性、故障したときの欠測リスクの低減、
保守と故障時の交換作業が安全かつ低コストに実
行できるようにすることなどが実用化にむけた技
術課題である。
　本システムの構築および運用により、我が国周
辺海域における地震観測網が実現していくことに
なる。また、本システムができあがれば、この地
域の微弱な地震の観測や地殻の変動を計測するこ
とにより、海溝型巨大地震の調査研究がより一層
進展し、地震・津波の早期検知も可能となると考
えられる。
地震・津波観測監視システムの整備計画
原図はC海洋研究開発機構の提供
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 その他の分野 TOPICS Others
　英国政府の科学政策担当省は、政府側の科学技術予測と市民の需要の“対話”を目指す Science 
Horizons という事業を開始した。これまで社会の発展は新技術の出現に左右されてきたが、今後は社会
が何を望み必要とするかという見解を広く汲み上げて、国の科学技術政策を方向付けようという方針に
基づいている。2004年～2014年の「科学とイノベーションへの投資フレームワーク」の一環として、
2004年に予測専門組織 Horizon Scanning Centre（HSC）が設立された。HSCの作成した予測内
容を、Science Horizons 予算を獲得した民間コンソーシアムが様々な方法で一般市民に伝え、市民が
どのように受け止めるかという意見を集積し、政府に伝える。ここで重要な情報は、予測される技術の羅
列ではなく技術のもたらす社会影響であり、新規技術が埋め込まれた生活モデルの多様な可能性を示し、
市民の側の活発な議論と発案を引き出すことを目指している。2006年 6月からの準備期間の後、9月
から市民との交流を実施し、2007年 9月に報告書を作成する計画である。
トピックス6　科学技術予測と社会的需要の相互作用を巡る欧州の動き
　英国政府の科学政策担当省（DTI注１）、OSI注２））
は、2006 年６月、科学技術予測と市民の需要の相
互作用を促進する事業 Science Horizons を開始し
た。９月から市民との“対話”行事が繰り広げられ、
来年９月には市民の意見を報告書にまとめる。
　これは、「近代社会のこれまでの発展は、技術
の進歩如何に左右され、社会が何を望み必要とす
るかということを考慮しなかった」という反省か
ら、今後国内に広く影響するような案件に関して
は、技術が将来の市民生活にどのように影響する
かというシミュレーションを行い、一般市民の意
見を集めることにより、市民も政策の方向付けに
関与出来るようにしようという方針に基づいてい
る。2004～ 2014 年に渡る「科学とイノベーション
への投資フレームワーク注３）」の一環で、OSI内に
予測専門組織 Horizon Scanning Centre（HSC注４））
が開設されている。Science Horizons 事業は、HSC
の行なった予測の内容に基づいて行なわれる。
　事業の基金を獲得した、民間コンソーシアム
は、Graphic Science（the West of England 大学応
用科学学部に拠点を置く科学交流支援会社）、BBC 
Worldwide Interactive Learning（使用者と相互作
用可能な情報機器開発・供給会社）、Dialogue by 
Design（市民参加の支援会社）、DEMOS（シンク
タンク）、Shared Practice（非営利団体）などによ
って構成される。いずれも情報科学技術を駆使し
た社会技術を活用する組織であり、印刷媒体や相
互作用可能なWEB媒体、コンピュータ･グラフィ
クスのほか、短編映画のCD‐rom、Podcasts注５）
などを活用することを計画している。
　予測と需要及びイノベーションの相互作用に関
しては、2006 年８月 23～ 26 日にローザンヌ（ス
イス）で開催されたEuropean Association for the 
Study of Science and Technology 年次大会でも、
議論が繰り広げられた。予測には社会的な期待を
明確なものへと誘導する作用があり、期待はイノ
ベーションの方向性を収斂させ、実施を容易にす
る。即ち、政策の実現を促進する可能性がある。「予
測（foresight）が、新種の組織だった政策“手段”
と見なされるにつれ、新興技術を羅列し一方的に
情報を提供するという旧来の予想（forecast）型の
取り組みは少なくなり、イノベーションの関与者
が学び討論する基盤を提供するという、予測“過
程の効用”が重視されるようになっている」とい
う意見が、同学会では賛同を得ていた。
参考：http://www.sciencehorizons.org.uk/
注１　DTI：Department of Trade & Industry、貿易産業省
注２　OSI：Office of Science and Innovation、DTIに属す
注３　科学とイノベーションへの投資フレームワーク：
Science and Innovation Investment Framework
注４　HSC：Horizon Scanning Centre：OSI の予測局内の
調査機関。2004 年設立。想定しうる限り最も遠い時点も含
め、将来生じうる危機や好機に備えるため、兆しを広範に
走査（scan）する。これはSigma及びDelta Scans から成る。
Sigma Scanは、社会への影響や社会からの反応を考慮にい
れ、世界の他の様々な組織の調査活動も調査して（Scan of 
Scans）、情報として利用する。Delta Scan は、科学技術に
関する調査で、インターネットのWiki を利用した専門家か
らの情報収集が主となる。
注５　Podcast：blogのように誰でもWEB上に掲載しリン
クを張ることのできる、音声データファイル。これを用いて、
WEB上で誰でも放送番組の発信者になれる。
科 学 技 術 動 向　2006年 10月号
10 Science & Technology Trends   October  2006 11
2006年ノーベル賞自然科学3部門の受賞者決まる
1．自然科学 3部門受賞者と受賞理由の概要
盧 生理学・医学賞
Andrew Z. Fire（米） ：スタンフォード大学
Craig C. Mello（米） ：マサチューセッツ大学
受賞理由
「２本鎖RNAによる遺伝子発現抑制現象
（RNA干渉：RNA interference（RNAi） ）の発見」に対して
　ゲノムはDNAの塩基配列として書き込まれており、これがRNAに転写され（mRNA）、タ
ンパク質に翻訳される。この遺伝子発現機構を阻害し、機能を抑制させる手立ての一つとして、
RNAi が注目を集めている。RNAi とは二本鎖RNA（double-stranded RNA: dsRNA）によっ
て塩基配列特異的にmRNAが抑制されて、タンパク質への翻訳が阻害され、最終的に遺伝子
発現が抑制される現象であり、遺伝子サイレンシングの一つに挙げられている。
　細胞外部から導入した一本鎖RNAがショウジョウバエの体細胞内における遺伝子発現を
抑制することは 1985年に報告されていたが、1998年、Fire 氏とMello 氏らは、線虫で二本鎖
RNAが遺伝子発現抑制に直接関与していることを明らかにし、その抑制現象をRNAiと名づ
けた。
　Fire 氏とMello 氏らは、二本鎖 RNA（標的mRNAと同じ配列を有する RNAと、その
mRNAと相補的な配列を有するRNAとから成る）を線虫の細胞内に導入したところ、二本
鎖RNAは一本鎖RNA（mRNAと相補的な配列を有するRNA）の場合に比べて選択的かつ効
果的に遺伝子発現を阻害することを明らかにし、その成果を 1998年のNature 誌に「線虫の２
本鎖RNAによる強力かつ特異的な遺伝学的干渉（Potent and specific genetic interference by 
double-stranded RNA in Caenorhabditis elegans）」として報告した（Nature 1998, 391（6669）：
806‐811）。
　その後の研究により、RNAiは哺乳類を含めたほとんどの生物に共通にみられる現象である
ことが明らかになっており、今日では、医学・薬学・生物学・工学などのさまざまな分野にお
いて、RNAiは生命現象や疾患にかかわる遺伝子の機能を解析するためのツールとして利用さ
れている。また、遺伝子発現を抑制することから、疾患にかかわる遺伝子の機能を抑制する治
療薬としての期待も高まっている。
　2006年のノーベル賞自然科学３部門（生理学・医学賞、物理学賞、化学賞）の受
賞者が決まった。10月２日にスウェーデン　カロリンスカ研究所より生理学・医学
賞が、同国王立アカデミーから３日に物理学賞、４日に化学賞が発表された。以下
に３部門の受賞者と受賞理由について紹介する。
特別記事
2006年ノーベル賞
自然科学３部門の受賞者決まる
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盪 物理学賞
John C. Mather（米） ：米国航空宇宙局（NASA）
George F. Smoot（米） ：カリフォルニア大学バークレー校
受賞理由
「宇宙背景放射のゆらぎ測定による宇宙の非等方性の発見」に対して
　宇宙が大爆発から始まったとするビッグバン仮説によれば、宇宙背景放射は最も初期の宇
宙の名残である。2006 年の物理学賞は、宇宙背景放射観測衛星の開発及び観測を主導した
Mather 氏と測定データから温度ゆらぎを発見したSmoot 氏に対して贈られることになった。
　ビッグバン直後の宇宙の温度は 3,000℃で、その後宇宙の膨張に伴って絶対零度（0K）近く
まで冷却される。ビッグバン直後の宇宙は「異なる波長の電磁波を放射しながら膨張する物
体」にたとえることができ、電磁波の波長分布は温度に依存し、黒体放射として知られている。
1989年にNASAが打ち上げた宇宙背景放射観測衛星C
コ ー ビ ー
OBE（Cosmic Background Explorer）は、
地上では精密に測定できない宇宙背景放射を軌道上で観測するもので、黒体放射の波長分布を
測定することにより、宇宙の温度が測定できる。COBEの測定により、現在の宇宙の温度は
2.7Kと計算された。この測定により、宇宙論は実証可能な精密科学になった。
　さらに、受賞者らはCOBEの測定データから方向によって異なる 10万分の１度の範囲のわ
ずかな温度ゆらぎ、すなわち宇宙の非等方性を発見し、現在の宇宙の姿に至った経緯を説明す
る重要な糸口を与えた。温度ゆらぎは、宇宙の物質が集合し、銀河や星、さらに生命が誕生す
るためにも必要なものである。もしこのメカニズムがなければ、現在の宇宙は全く別の姿にな
ったであろう。
蘯 化学賞
Roger D. Kornberg（米） ：スタンフォード大学
受賞理由
「真核生物における転写の分子的基盤に関する研究」に対して
　生物の生命現象の中でタンパク質は重要な働きをしており、その設計図はほとんどの生物で
DNAに存在する。その設計図の情報はmRNAに転写された後、リボソームによってアミノ
酸へと翻訳されタンパク質ができる。このDNAからmRNAへの転写を担う因子がRNAポ
リメラーゼという酵素である。
　コーンバーグ氏は、真核生物の一種である酵母について、そのRNAポリメラーゼのエック
ス線結晶構造解析を行うなど、真核生物におけるタンパク質合成のための遺伝情報伝達システ
ムを分子レベルで解明した。その成果は、Science誌をはじめ、多数報告されている※。
　転写プロセスの障害は、がん、炎症、心臓病や代謝性疾患等の多くの疾患に結びついている
ことから、転写のしくみを解明することは重要である。また転写の調節機能は幹細胞の分化に
寄与することから、様々な疾患治療を目的として幹細胞を利用する際に当研究成果が貢献する
ものと考えられる。
※代表的なものとして、以下の論文が挙げられる。
蘆 転写の構造的基盤：解像度 2.8 オングストロームのRNA polymerase II の立体構造（Structural 
basis of transcription：RNA polymerase II at 2.8 ångstrom resolution. Science 2001 292：1863-1876）
蘆 転写の構造的基盤：解像度 3.3 オングストロームのRNA polymerase II の伸長複合体の立
体構造（Structural basis of transcription：an RNA polymerase II elongation complex at 3.3 Å 
resolution. Science 2001, 292：1876 - 1882）
参考文献：ノーベル賞ホームページ、http://nobelprize.org/
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科学技術動向研究
情報通信技術と「思想」
̶科学技術の能力としての「思想」̶
林　晋
情報通信ユニット
1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　現代社会における科学技術の位
置を考えれば、科学・工学と人文
社会科学との共同作業という意味
での「文理融合」は、科学技術政
策の極めて重要なテーマであり、
第三期科学技術基本計画１）におい
ても、環境分野を中心にその重要
性が繰り返し強調されている。
　しかし、本稿では、このような
「文理融合」とは全く異なる形での、
科学技術の人文社会科学への「関
わり」が、日本における情報通信
分野、特にソフトウェア分野の発
展・衰退の鍵を握る可能性がある
ことを指摘する。そして、その観
点にたっての科学技術政策の必要
性を提唱する。
　本稿は日本のソフトウェア分野
の「弱さ」を合理性の観点から論
じた「科学技術動向」2004年９月
号の特集「二つの合理性と日本の
ソフトウェア工学」２）の論考を発
展させたものである。前稿ではソ
フトウェア技術に論点が限定さ
れていたが、本稿では情報通信
分野一般さらには科学技術を生
み出す研究者の社会システムに
ついても論じる。この「思想」の
問題は、情報技術分野だけの問題
ではない。近い将来ほとんどの科
学技術が、さらには社会全体が、
急激に「情報化」「サイバー化」注１）
される傾向にあることを考慮する
と、「思想」の重要性に着目した
科学技術政策、特に人材育成政策
の必要性が極めて高いと予測され
るのである。
１‐１
本稿における
「思想」の定義
　本稿の目的はあくまで日本の科
学技術振興に供する議論を行うこ
とである。その目的からすれば、
日本語においては、社会的あるい
は政治的思考体系を意味すること
が多い「思想」という言葉の通常
の使われ方は本稿の議論にはそぐ
わない。本稿でいう「思想」はカ
ント哲学やマルクスの思想ではな
く★、「トヨタ生産方式の実践哲学」
などという時の「哲学」に近いか
らである。そこでまず、本稿でい
う「思想」をできる限り明確化す
る作業を行い、それを基礎に「思
想」の必要性について論じる。
　広辞苑によれば「思想」とは、
以下のように説明されている。①
考えられたこと。②〔哲〕 （イ）
判断以前の単なる直観の立場に
止らず、このような直観内容に論
理的反省を加えてでき上がった思
惟の結果。思考内容。特に、体系
的にまとまったものをいう。（ロ）
社会・人生に対する全体的な思考
の体系。社会的・政治的な性格を
もつ場合が多い。
　本稿においては、この定義の内、
「②の（イ）」でいう体系性と、「②
の（ロ）」の全体性に着目し、「思想」
の定義を図表１のように与える。
　図表１の定義に従えば、精神（開
拓者精神、探求精神）、哲学（日
本のものづくり哲学）、文化（企
業文化、トヨタ文化）、スピリッ
ト（フロンティア・スピリット）、
魂（技術者魂）、主義・イズム
　思想とは、特定の集団（教団、専門家集団、民族、企業、大学、地域住民、etc.）によ
り共有・継承される特定の思考方法のパターンと、そのパターンから構成されるパター
ンのシステム（集合）をいう。ただし、本能や習慣とは異なり、それに基づいて行われ
る行動が意識的になされるものでなくてはならない。また、「行動が意識的になされる」
とは、その行動が特徴的パターンを持つことを、本人が自覚していることを言う。
図表１　本稿における思想の定義
注1　サイバー化： 物理的実体の対応物をコンピュータ上に構築し、コンピュータ
内に社会や世界を構築したものをサイバー空間といい、「実体」をサイバー空間に写す
（移す）ことをサイバー化という。サイバー化が進むと、サイバー空間が実空間となり、
「実世界」にないものが生まれていく。広い意味では貨幣、金融市場などもこれにあたる。
■用語説明■
科 学 技 術 動 向　2006年 10月号
12 Science & Technology Trends   October  2006 13
情報通信技術と「思想」　̶科学技術の能力としての「思想」̶
（Taylorism、Fordism、合理主義）
などと呼ばれるものは全て、「思
想」になる。通常の言葉の使い方
とは一致しないほどに、用語の意
味が拡張されているため、技術系
分野の用語までもが包含されるの
である。この用法を使えば、例え
ば社会学者M. ウェーバーの著作 
「プロテスタントの倫理と資本主
義の精神」は、「プロテスタント
思想が、近代資本主義思想を生ん
だ」という思想と思想の因果関係
を説明する著作であると理解する
ことができる。
2   情報通信技術における「思想」̶ソフトウェア工学とインターネットの開発̶ 蘆蘆蘆
　次に、本稿の意味での「思想」
が現実にはどのようなものか、情
報通信技術史の中で現れた三つの
顕著な例を通して説明しよう。こ
れら三例の説明から分かること
は、科学技術における「思想」に
は異なる相があること、そして、
米国主導の情報通信技術の開発の
歴史には、「思想」というものが
正負両面で色濃く関わっているこ
と、である。
　最初の例では、ソフトウェア生
産技術の最近の動向における「思
想」の役割を説明する。これは
システムとその開発過程において
有益な技術としての思想の話であ
り、筆者たちが行った論考の拡張
である２、３）。この例での「思想」
は二つの意味を持つ。まず、それ
は個々のソフトウェア開発プロジ
ェクト中に固有の、比較的短期的、
小規模に継続するもので、「この
システムの設計思想」というとき
の「思想」に近い。つまり、この
例の「思想」は、具体的かつ個別
的であるという意味で「下位レベ
ル」の「思想」である。そして、
そういう「個々の開発プロジェク
トにおいて、そのプロジェクトに
固有の下位レベルの思想を持つ」
という態度が、ソフトウェア生産
の新パラダイムとして、1990 年
代後半から盛んに提唱され始めた
という事実を指摘する。これはソ
フトウェア開発工程パラダイムの
大変換であり、これは長期的かつ
個々の開発に属さず一般的である
という意味で、他の２例に見られ
るような、「上位レベル」の「思想」
である。
　その「上位レベル」の第２の例
は、情報技術が社会に直接に与え
た最大のインパクトといえるイン
ターネットの開発史において「思
想」が果たした役割である。そし
て、最後に同じく「上位レベルの
思想」の典型例として、最近の情
報技術の大きな潮流として語られ
ているWeb2.0 を、本稿の「思想」
の観点から分析する。Web2.0 は
新技術の総称ではなく、明確な「思
想」の体現なのであり、それは他
の二例と同根のものであり、現在
の社会の変化と強く連動するもの
なのである。
２‐１
ソフトウェア開発と
「理論技術」「思想的技術」
　現代のソフトウェア工学の傾
向は、ソフトウェア技術者に「理
論技術」や「思想技術」と呼ぶ
べき能力を技術者に要求し始め
ている。米国の著名なソフトウェ
ア・コンサルタント、A. コーバ
ーンは、最近の著書４）で、2006
年チューリング賞受賞者でもあ
る P. ナウアの「ソフトウェアの
開発は『理論構築』である」と
いう説（Programming as Theory 
Building）をソフトウェア開発に
従事するものの実践的知識として
紹介している。ナウアの「理論」
は印刷可能なルール集（プログラ
ム、仕様）のことではなく、それ
を作り出す人間（プログラマ）の
みが持つ知識（特にそのルールの
作り出し方の知識）と、ルールの
作成プロセスとメンテナンスの活
動の総体を言う。ナウアの「理論」
はイギリスの哲学者G. ライルに
よる用語であり、そのライルは20
世紀を代表する哲学者ヴィトゲン
シュタインの思想に影響を受けた
ことで知られる。コーバーンの同
じ文献４）では、デザイン研究家P.
エーンによる「ヴィトゲンシュタ
インの言語ゲーム概念に基づくソ
フトウェア開発の説明」も紹介さ
れているので、コーバーンはヴィ
トゲンシュタイン哲学（思想）の
線上でソフトウェア工学の実践知
識を語っていることになる。ナウ
アの意味での理論構築とは「実世
界における活動（activity）のある
側面を計算機上の形式記号操作に
結びつける（match）」という活動
（activity）であり、この見方に従
ってナウアはプログラマ教育にお
ける「理論構築の訓練」（exercise 
of theory building）の重要性を強
★解説
日本語の ｢思想 ｣には独特の使われ方があり、たとえば、英単語にはこれにぴ
ったりと対応するものがなく、thought, idea, philosophy などの単語が文脈・
習慣により使い分けられる。たとえば、思想史＝history of ideas, ポストモダ
ン思想=Postmodern thought.
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調した。
　このような、コーバーン、 ナウ
アと同傾向の思想は、最近のソ
フトウェア工学の一大トレンドと
も言える。たとえば、世界最初の
プログラム開発法とも呼ばれるジ
ャクソン法注２）などの創始者であ
るM. ジャクソンの、最新の理論 
Problem Frames５）にも同じ傾向
が顕著に見られる。また、コンポ
ーネント開発法注３）で知られる D. 
ドゥソウザも、数年前から、この
傾向を強調するようになり、現在、
独自のソフトウェア開発思想を構
築しようとしている６）。
　これらはソフトウェアの生産性
向上に結びつくという意味で「技
術」として捉えるべきである。つ
まり、この節の導入部の言葉を
使えば「下位レベルの思想」であ
り、また、ライル‐ナウアの「理
論」という用語を使って言い換え
れば、科学理論と対置されるもの
である。近代科学理論が西欧の哲
学思想に多くを負っていることは
周知の事実である。デカルトの哲
学、ライプニッツの哲学、そして
ニュートンの思想などが、個々の
科学理論の発生に対して、あると
きは正の、あるときは負の影響を
与えたのである。思想が科学理論
を文化や社会に統一的に埋め込む
役割を果たし、そして、その故に
科学技術が思想に変化をもたらし
たのである。この事実からすると、
個別理論としてのシステムの開発
を統合するものは「思想」である
ことになる。つまり、コーバーン、
ジャクソン、 ドゥソウザが提唱す
るものは「思想」なのである。
　この事実を端的に表している
のが、参考文献２）でも紹介した
2000 年代になって急激に普及し
始めた最新のソフトウェア技術 
Agile 法である。Agile 法はジャク
ソン法などの通常の開発方とは異
なり、実際にはAgile alliance と
呼ばれる開発方法の「連合」であ
り、Agile manifest と呼ばれるソ
フトウェア開発についての価値観
を共有する者が、その連合に参加
できる。つまり、Agile 法を「定
義」しているものは、「価値観＝
思想」なのである。Agile 法は、
開発チーム内のプログラマ間の人
間関係が開発の成否を大きく左右
するという「思想」に基づく。こ
れはライル‐ナウアの「理論」が
紙の上だけにではなく、それに携
わる人々の心の中にあることを考
えれば当然のことである。人間が
「理論」の記憶装置や生産装置に
なっているのであるから、その装
置の心のありよう、たとえば、変
化に対する勇気、チーム内のコミ
ュニケーションを円滑にするため
の謙譲などの心の特性が生産に影
響を与えることとなる。Agile 法
では、このような技術者が持つ「心
の特性」の重要性が強調され、｢
良い心の特性 ｣を持つことがプロ
グラマの持つべき「技術」である
かのように議論される。これらは、
従来日本的「企業文化」として
改善運動などで強調されてきたも
のに非常に近い。実際、後の章で
説明するように、このAgile と言
う思想は、トヨタなどの日本の生
産・経営思想の影響を受けている
ことが知られている。このことも 
Agile が実は思想と呼ぶべきもの
であることの証拠の一つである。
　つまり、現代の最新のソフトウ
ェア工学は、「個別理論」として
のシステムを作り出す「理論技術」
（「モデリング」と呼ばれている技
術）と、それを伝達可能・学習可
能にするための用語や言説の体系
としての「思想技術」から成って
いるといえる。
２‐２
インターネット開発史に
おける「思想」
　前項で最新のソフトウェア工
学を事例に「思想」について論じ
たが、次は、現代の情報通信技術
の黎明期からの事例について論じ
る。20世紀最大の発明の一つとい
えるインターネットの開発史にお
いて「思想」が重要な役割を果た
した。ほとんどの人間が、その可
能性や完成時の姿を想像できなか
ったインターネット技術は、ある
人物の「思想」に導かれて生まれ
たのである。
　ウォルドロップ７）と喜多８）の
著作により、インターネットの
開発初期において、J.C.R. リック
ライダーという一人の心理学者の
「思想」が重要な役割を果たして
ことが指摘されている。特に喜多
の著作「インターネットの思想史」
では、その題名に「思想」という
言葉が入っている。インターネッ
トの開発史が一種の思想史、技術
思想の進化史、として把握されて
いるのである。
　現代の IT社会の基本的イメー
ジであるネットワークにより接続
されたパーソナルなコンピュータ
群、というイメージは、それが登
場する以前の 1960 年代から 70年
代においては、必ずしも支配的な
技術イメージではなかった。イン
ターネット以前の情報・通信の世
注2　ジャクソン法：ロンドンを本拠とする著名なソフトウェアコンサルタント、
M. ジャクソンが提唱したソフトウェアの設計法。ソフトウェア設計法としては、最初
のものの一つと言われる。データの流れを分析し、それをもとにソフトウェアを設計
する。プログラミングを取り巻く環境が大きく変わった、最近では、採用されること
はすくない。
注3　コンポーネント開発法：ソフトウェアの設計法の一つで、比較的最近のもの。
DELL 社が、規格化されたPCの部品を調達してきてPCを組み立てるように、ソフ
トウェアの標準化された部品であるコンポーネントを作成しておき、それを組み立て
ることによりソフトウェアを構築するという方法。
■用語説明■
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界は、その一つ一つが科学史に残
るほどの優れた研究が、アメリカ
全土に散らばった研究グループに
よってなされていたが、それらの
グループが目指す方向はバラバラ
であり、互いに闘い競争していたの
である。また、それらのグループは、
時として技術者故の発想の限界、
既存技術への拘泥とユーザーの視
点の欠落に囚われていた。
　しかし、これらの技術群は、リ
ックライダーという心理学者が
1950 年代終わりから 1960 年代初
頭において提唱した「マン・マシ
ン共生」「思考センターのネット
ワーク」などの「思想」によって
一本化され、それに導かれながら
現実化されていったのである。情
報技術の素人といえるリックライ
ダーは、技術に囚われないユーザ
ーの視点をもちつつ、SAGEシス
テム注４）というコンピュータ開発
史に残る画期的システムのプロジ
ェクトに参加した経験により、技
術的可能性の大まかな目星をつけ
る能力を持つ科学者だった。そう
いう科学者が、偶然にもARPA（米
国高等研究計画局）の要職につき、
自分の思想に従って湯水のように
使える資金を得て、その資金を、
そのころ育ちつつあった要素技術
に、彼の思想を基準として惜しみ
なく与えたのである。
　自分が向かう港を知らない船に
は順風も逆風もない、という哲学
者セネカの言葉は、多くのソフト
ウェア開発プロジェクトが、その
「目的」（要求）の同定に失敗する
ことにより最終的に失敗すること
への警告として、ソフトウェア工
学の一分野である要求工学でも引
用されることがある。リックライ
ダーは、自らの思想によりインタ
ーネット開発という目的の港の方
向を示したといえる。
　たとえ優秀な数多くの研究グ
ループが存在しても、インターネ
ットのような総合技術の場合、そ
れらのグループが全体としての思
想に欠け、自らの思想にのみ従っ
てテンデンバラバラの目標に向か
って進むとしたら、それはバラバ
ラの目標に向かって必死で櫂を漕
いでいる船乗りたちのようなもの
であり、互いの力が相殺されてし
まう。これに反して、たとえ弱い
力であっても、それが一方向に向
けられ束ねられるならば、時とし
て大きな力を発揮することになる
（図表２）。図表２の秬の様な情況
で、リックライダーは研究資金と
いう「研究の環境」によって、多
くの研究者たちが気づかない形
で緩く方向付けを行い、目指すべ
き港を示したのである。そして、
インターネットが立ち上がった。
その後は社会のニーズ（メール、
Web）が港の役を引き継ぐ形とな
り、現在のような殆どの専門家が
夢想もしなかったようなインター
ネットの急速な普及がもたらされ
たのである。
２‐３
Web2.0 と Openの思想
　最後の例は、リックライダー
の思想が生んだインターネットの
「最新バージョン」とも呼ばれる
Web2.0 である。Web2.0 はソフト
ウェア書籍の出版で著名なT. オ
ライリーが2005年秋に提案した概
念で、日本では梅田の新書９）の出
版により広まった用語である。し
かし、これがどんな「技術」なのか、
検索エンジンGoogle が関係して
いるらしいことは分かるが、オラ
イリー自身の論説 10）を読んでも、
Napster、Wikipedia、Blog、web 
service などの分かりやすい既知
の技術と一緒に、syndication、
participation などの「方針」「態度」
というべきものが並んでいるだけ
で、「これがWeb2.0 技術だ」とい
うことはどこにも書いていない。
　実はWeb2.0 は、Agile が「思
想」を共有する連合（alliance）で
あるように、同じ「思想」を共有
する情報通信技術、あるいは、そ
れによるサービスの概念の集団な
のである。つまり、Agile の実体
を求めれば、Agile manifest に象
徴される「思想」でしかないよう
に、Web2.0 に実体を求めるなら
ば、「Web2.0 の思想」以外にはな
いのである。だから、この思想の
真髄を分かりやすく「説いている」
ものがソフトウェアに関する文書
である理由はなにもない。著者の
知る限りでは、このWeb2.0 とい
う「思想」と本質的に同じものを
最も明瞭に提示しているものは、
アメリカのジャーナリスト、T.フ
リードマンがグローバリゼーショ
ンの「新バージョン」として提示
注 4　SAGE システム：アメリカ
の初期核防衛システム。ネットワーク、
リアルタイム、インタラクティブ、グ
ラフィカルという現在の IT の特徴を
世界で最初に実現したシステム。IBM
社の成長の原動力となったが、ソ連の
核爆撃機を対象としていたため ICBM
時代の到来により、実際にはほとんど
使用されなかった。
■用語説明■
図表２　コーバーンの示した開発プロジェクトにおける方向性
文献４）Figeure 3‐17, 18 から科学技術政策研究所にて作成
科 学 技 術 動 向　2006年 10月号
16 Science & Technology Trends   October  2006 17
情報通信技術と「思想」　̶科学技術の能力としての「思想」̶
している「フラット化する社会」
という概念である 11）。Web2.0 は、
このフラット化の情報技術版であ
ると同時に、そのフラット化を支
える最大の技術要因の一つなので
ある。
　単純化して言えば、Web2.0 と
いう「思想」は、情報通信技術を
用いて多くの人間の知性を個々の
CPUとして接続し、社会を巨大
なサイボーグ的知性に化そうとす
る「思想」であると理解できる。
このように考えれば、この「装置」
の「性能」が、個々のCPUであ
る人間の「性能」、また、その集
団が属する社会の ｢性能 ｣で決ま
ることが理解できる。その結果、
例えば、Google、Wikipedia など
の「情報装置」の「品質」「精度」
を高めるという問題は、従来の科
学技術の問題ではなく、むしろ社
会政策、教育政策の問題であるこ
とになる。フリー辞典Wikipedia
の品質は、その使用言語により大
きく違う。日本語のWikipedia の
品質は英語のWikipedia より一般
に劣るが、これは日本語を使う人
間の集団の人口数と英語を使う人
間の集団の人口数、また、その総
体としての「品質」という、言語
集団の「性能の格差」として理解
することができるのである。そし
て、Wikipedia、Google 等が、当
然のこととして教育の現場に入り
込んでいることと、日本社会の英
語能力の低さを考慮すると、この
「性能の格差」が拡大再生産され
る可能性が大きい。
　また、この ｢装置 ｣を商取引に
応用した場合の「商取引の構造変
化」として説明されるロングテー
ル現象９）などの動向を、このよう
な社会に対する社会科学的分析な
くして予想することが不可能であ
ることも自明であろう。それは経
済原理だけでなく、国境を越える
場合は言語や文化の問題、また、
一つの社会の中では価値観の問題
などを抜きにしては語れない問題
なのである。
　さらに注目すべきことは、この
Web2.0 やフラット化の「思想」は、
孤立した特殊事例ではないという
事実である。その根底に流れる最
も重要な要素は、ソフトウェアに
おける open source の運動と同一
のものである。つまり、あまりに
巨大でしかも迅速に変化するゆ
えに、有意味な時間内でその未
来を理論的に予測することが不
可能な「存在」を対象とする問
題解決では、なるべく多くの制
約条件をオープンにし、同じ目的
と思想を共有しながらも互いに独
立な、多くの人々のネットワーク
により暫定的な解を共有し、その
解をこれらの人々のネットワーク
による不断の修正によって漸進的
に改善していく、という社会的共
同作業が最善の方法である、とい
う思想である。
　この思想を「知識の探索」に
応用すればGoogle になり、辞書
作成に応用すればWikipedia にな
り、ソフトウェア開発に応用すれ
ば Linux などの open source とな
る。また、カスタムソフトの開発
チームに限定的にこれを適用すれ
ばAgile 法となる。前節で述べた
インターネット開発の場合は、目
的の共有が弱かったものの、それ
を研究資金の配分を支配するリッ
クライダーの「思想」が、それを
代替したと言うことができる。最
近耳にすることが多くなった「集
合知」も、この思想と深く関連す
る。単純化して言えば、これらは、
「社会集団の持てる力を、その各
人の自由を最大限に保障すること
により、また、それらの人員を教
育などの手段により『標準化・平
準化』することにより、社会全
体を比較するものが無いほど強力
な生産装置とする方法」なのであ
る。この「装置」においては、知
がその利子として知を生むという
自律的拡大再生産が起きるのであ
る。それは「思想」である以上、
Web2.0 という言葉の流行が終わ
っても、再び同じようなものが何
かの形で沸き起こり、それが将来
の社会、科学技術の姿を大きく変
えていくと思われる。
3   「負の思想」と日本の懸念 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　以上では、情報通信分野におい
て、その黎明期より現代まで「思
想」が大きな役割を果たしたこと、
また、現在、さらにその傾向が加
速しつつあることを、三つの事例
を通して解説した。しかし、「思想」
が常に良い影響を生むわけではな
い。この章では、科学が思想から
受けた負の影響の幾つかを紹介す
るとともに、日本における情報通
信技術の「無思想」という「思想」
が、日本の科学技術全体に及ぼす
可能性のある負の影響について論
じる。
３‐１
負の「思想」とその影響
　すでに触れたように、科学の歴
史を紐解けば、科学が思想から受
けた影響は大きい。これは多くの
科学者も賛同することであろう。
しかし、影響は正のものだけとは
限らない。２‐１の論点によれば
「思想」とは「理論」の開発を導
くものである。科学理論も「理論」
であるから、「理論」を一つの技
術分野に対応させれば、この場合
の「思想」は「メタ科学技術」と
いってもよい。あるメタ科学技術
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に支配された科学技術は、当然な
がらそのメタ科学技術に左右され
る。今までの例は、すべて成功例
ばかりであるが、メタ科学技術の
間違いが、科学技術に悪影響を与
えることも少なくない。
　たとえば、デカルト研究者とし
て世界的に著名な哲学者小林道夫
は、デカルトの哲学がその物理学
に与えた悪影響について語ってい
る 12）。現在の視点からみれば、自
然科学者兼哲学者であったデカ
ルトの思索においては、自然科学
と哲学は一体であり、その哲学が
その自然科学の方法論を正当化し
ていた。デカルトは板をある点で
固定して振るときの振動と同等な
運動をする振り子を求めるという
「等価振り子の問題」を正しく解
くために十分な数学的技法を有し
ながら、それが彼の宇宙論の基本
思想からすると、板とそれを取り
巻く物質との相互関係が複雑すぎ
て、彼の数学では解けない問題と
帰結されるが故に、その問題を「解
けない問題」としてしまったので
ある。
　また、不完全性定理にその可
能性を否定された「ヒルベルト
計画」注５）は、その提唱者である
大数学者D. ヒルベルトが、まだ
無名に近い時代に抱いた「すべて
の数学の問題は有限的に解決でき
る」という「可解性の思想」を、
数学的に証明する試みであったこ
とが、筆者等の数学史研究により
明らかになってきている 13）。ただ
し、ヒルベルトの場合は、この間
違った思想が構造主義と呼ばれる
20世紀数学思想誕生の契機となっ
ているのも事実である。つまり、
「間違った」思想が「正しい」思
想を生む温床となるケースもある
のである。
　また、ソフトウェア工学の歴史
を振り返れば、Agile 法の前身の
一つである 80年代のB. ベームの
スパイラル開発法は、ソフトウェ
ア開発は「要求仕様→設計→実装
→検証→設置→メンテナンス」と
いう線形の形状をとるというウォ
ーターフォール・モデルへの思想
的アンチテーゼであったが、結果
的にウォーターフォールは長く保
持され、それが与えた悪影響は多
きいといわれている。これは「思
想」が重要な役割を果たすソフト
ウェア工学における「負の思想」
の典型例である。興味深いことに
ウォーターフォール・モデル脱却
の大きな契機となったベーム の
スパイラル開発が提唱された1986
年 14）は、技術開発が「科学→基
礎研究→開発研究→設計→製造→
販売→市場」というリニアモデル
でなくてはならない合理的根拠は
ないとした S. クラインの開発の
リニアモデル批判 15）の僅か１年
後のことなのである。また、この
80年代中頃は、ソフトウェア工学
におけるAgile 法の源流のひとつ
となった、米国版トヨタ開発法で
ある Lean manufacturing の研究
がMITで開始された時期とも重
なる。おそらく、この事実は、社
会学的には、単純な近代合理主義
的な「思想」が、日本のKAIZEN
などの力に気付いた米国の工学か
ら消え始めるという社会的現象と
して説明できるだろう。
３‐２
情報技術の「染み出し現象」と
日本の科学技術
　もし、一国の科学技術の最も根
源的な「思想」が負の作用をもた
らすとしたら、その国の科学技術
すべてに一斉にブレーキがかかる
こととなる。前節で述べた、米国
における 80年代半ばからの「リ
ニア思想」離脱は、それ以前には
米国の工学が「思想」により負の
影響を受けていたことを示してい
る。その離脱の契機となった、日
本の技術には同様の懸念はないの
だろうか。実は、著者は、その様
な「思想」の負の影響が今後日本
で起きるのではないかという懸念
を持っている。
　科学技術政策研究所により2000
年に行われた第７回デルファイ調
査 16）は、通常これからの先端技
術であると見做されていた情報分
野の重要性が、2010 年を境とす
ると、それ以後急激に低下すると
いう興味深い調査結果を示してい
る。追加調査により、その主な原
因は、多くの研究者および技術者
が、情報通信分野の技術が他分野
と同化し始め、独立した一分野で
はなくなると考えているためであ
ると結論づけられている。逆に考
えれば、すべてが「情報化」「サ
イバー化」してしまうという予測
である。梅田が著書９）で「あちら
側とこちら側」という言葉で説明
したWeb2.0 論とも共通する考え
方である。
　つまり、情報技術の多くは、現
在未だに「情報処理」と称され、
特殊かつ独立した技術の分野と
目されているものから脱皮し、工
学のあらゆる分野において、現在
の数学に似た位置を占めることに
なると思われる。しかし、情報通
信技術は数学とは異なり明らかに
技術である。そう考えれば、これ
は「情報」と名づけられた技術分
野がその殻を破り、他分野に染み
出し始めている現象として捉える
こともできる。これは多くの工学
者や技術者が実感として感じてい
る工学のサイバー化そのものであ
り、この傾向が止まるとは考えに
くい。
　実は、Web2.0 とは社会のサイ
バー化がユーザーの参加を伴い限
りなく進むという思想でもある。
注5　ヒルベルト計画：数学の基礎
を確実にすることを目的に20世紀最
大の数学者ヒルベルトにより、1920
年代に実行された数学研究プロジェク
ト。ゲーデルの不完全性定理の発見に
より頓挫。
■用語説明■
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おそらくこのサイバー化現象はフ
ラット化と共にさらに進むと考え
るのが妥当なのである。もし、こ
の「情報通信技術の染み出し現象」
の予測が正しければ、科学技術全
体がソフトウェア工学的な性格を
強めてしまうことなるだろう。
　ところが第三期科学技術基本計
画１）では日本におけるソフトウェ
ア分野の立ち遅れが指摘され、科
学技術政策研究所の調査 17）にお
いても、米国に対する遅れが指摘
されているのである。これは著者
の前著２）でも根拠とともに指摘し
たとおりであるが、もしこれが前
著２）の論点が指摘するように「合
理性＝思想」の欠如から派生する
ものであるとしたら、この日本の
弱点が産業、社会全体に染み出す
ことになりかねないのである。中
馬による半導体露光装置産業にお
ける競争力低下の研究 18）は、こ
の現象の具体的事例とみなせるだ
ろう。すでに、このような事例が
存在するだけに、この「最悪シナ
リオ」の可能性を無視してはなら
ない。
　「日本の科学技術には思想はな
い」という意見を耳にすること
が少なくないことを考えると、こ
の最悪のシナリオの可能性は大き
い。実は、この「無思想」の危険
性を 100年以上前に指摘していた
人物がいる。明治期の東京帝国大
学の外国人教師E. ベルツである。
ベルツは、明治 34年、帝国大学
在職 25年記念祝賀会の折りの著
名な演説 19）において、日本の科
学技術、より正確に言えば、その
教育が進む方向への大きな懸念を
表明した。ベルツは、当時の日本
がその独立保持のために輸入しよ
うとしていたヨーロッパの科学技
術を、ヨーロッパの歴史が育てた
「精神の大道」として、また、育
てれば次々と成果を生む果樹に例
えた。そして、ベルツは、（明治の）
日本人は科学を世界中どこに据
え付けても同じ生産物を生み出す
機械のように捉えている、それで
はその場の果実しか得られない、
我々お雇学者から科学の技術では
なく精神を学べ、と叱咤したので
ある。このベルツの批判が 100年
以上後の現在も適合すると感じる
科学者や技術者は少なくないので
はないだろうか。
4   結　論 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　科学技術における「思想」の
重要性について論じてきたが、以
上に挙げたいくつかの事例におけ
る「思想」の役割は同一ではない。
しかし、社会構造の複雑化と、そ
れを克服するための標準化、情報
化にともない、「思想」と呼ぶに
値する「形や実体を持たないもの」
を操作する能力の重要性が高まっ
ているという点に関しては、これ
らの事例はすべて同じ現象の違う
場所での発現と考えることもでき
るのである。
　これらの多くは、従前には「教
養」という名前のもとで分類され
ていた能力と同類のものである。
そして、少なくとも日本において
は、教養とは、直接には社会や社
会における生産に貢献することが
ない人格形成のための知識として
理解されていた。そのため著者を
含めて、「役に立たない」文系的
思想を持たないことに、むしろ誇
りを見出していた技術者や科学者
は少なくないであろう。
　このような情況を反映して、日
本の大学における「教養教育」の
情況は悪化しているといえる。理
系、特に工科系の学生の多くは、
「思想」のような教養的な知識に
はほとんど興味を示さない傾向が
あるし、教員の多くもその必要性
を感じていない。しかしながら、
本稿で紹介したように、科学技術
において様々なレベルで「思想」
が重要な役割を果たしてきている
ことは事実である。しかも、それ
が科学・技術史に残るインターネ
ットの開発のような大きな事例だ
けではなく、日々のソフトウェア
生産を担う「着実な技術」の現場
での必須能力としても重要性を増
しつつあるということには注目し
なくてはならない。科学技術分野
における技術としての「思想」の
重要性は様々な分野で増大しつつ
あり、それは我々日本人の生存に
関わる競争力の問題でもある。
　Wikipedia、Google、ロングテ
ール市場などの、Web2.0 的傾向
を社会科学的研究なしで予想する
ことは不可能である。また、さら
に重要なことは、このような傾向
を、Web2.0 というひとつの独立
した「思想」として理解し、また、
それを「思想」として共有するこ
とにより、より強力に推進し現在
の優位を保ち続けようとする米国
の情報通信技術関係者の動向の予
測が不可能だという事実である。
　米国においては、Google や
Web2.0 が、経済人ではなく、コ
ンピュータ科学の学生や技術者た
ちにより語られていることに注意
しなくてはいけない。つまり、米
国においては、インターネット
の開発同様、情報通信技術者の多
くが「思想」を元に新技術や新分
野を創造しているのである。翻っ
て我が国において、そういう技術
や技術者を見る機会は極めて少な
い。我々は競争力の根源が生産装
置としての社会の「システム設計」
に移っている時代に、未だに「構
成部品」の精度向上にだけ力を注
いでいるのではないだろうか。
　このような情況を放置し続けれ
ば、情報通信分野における米国
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との距離はますます開き、また
新興のインド、さらには中国等
の後塵を拝し続けることになるだ
ろう。この様な問題は、科学技術者、
また、科学技術政策立案者が持つ
「思想」「思考法の形態」に大きく
左右されるというのが、本稿の主
張なのである。
　「思想」が人間的なものである
以上、このような問題に対処す
る政策としては、教育の改善し
か考えられないだろう。リックラ
イダーのような人材を育てる一つ
の方策としては、アメリカの大学
で採用されているダブルメジャー
制注６）の導入が考えられる。この
方法は優秀な文系教員と、水準の
高い理系学生を抱える大学におい
ては、比較的容易に効果を発揮す
るはずである。しかしながら魅力
のない文系の講義を、その能力に
欠ける理系学生に押し付けること
は、逆効果でさえある。また、す
べての科学者・技術者がリックラ
イダーのような地位につくわけで
はないので、このようなダブルメ
ジャー制の導入には教育機関のレ
ベルや目的を考慮することが必要
だろう。
　Web2.0 のケースは、情報技術
における「思想」「文化」を共有
する多くの技術者・科学者たちが、
科学政策などの「計画」に導か
れるのでなく、自発的に共同して
一つの目標を目指しているのであ
る。そして、その「思想」の「伝播」
は大学における教育を通して行わ
れていることは、たとえばGoogle
社、Yahoo 社という二つの代表
的ネット企業が、共にスタンフォ
ード大学の大学院生たちによって
立ち上げられたことに象徴されて
いるといえる。この大学を中心と
するパロアルトの「文化圏」の存
在と重要性は、80～ 90 年代にス
タンフォード大学計算機科学をひ
とりの計算機科学者として頻繁に
訪問していた頃に、筆者が強く感
じたことでもある。この新情報技
術を生み出し育むシリコンバレー
の風土と文化は、最近の梅田の著
作９）に生き生きと描き出されてい
る。このような環境を育て上げる
ことは、まさに３‐２で引用した
ベルツの演説 19）の「次々と科学技
術の成果を生む果樹」を育て上げ
ることなのである。
　一方で、リックライダーの例を
見れば、Web2.0 のようないわば
集団による創発ではなく、「思想」
「ビジョン」を持つ人材を科学技
術政策の中心に置くことが極めて
重要な結果を生む場合があること
がわかる。「思想」は容易に伝達
できるものではない。その伝達は
「技術」などよりはるかに難しく、
暗黙知の性格を持っている。「思
想」に導かれた科学技術政策を実
施するには、「思想」「ビジョン」
を持った優秀な研究者自身が実権
を持ってプロジェクトを推進する
ことによって好結果が生まれる場
合があることを、この事例は示し
ている。もちろん、その場合には、
中心となる科学者に、政策立案者、
政策実施者、政治家としての見識
と技量が要求される。科学の歴史
を紐解けば欧米には歴史的科学者
ながら、総理大臣、閣僚、政治家、
政策実施者を勤めた人物が少なか
らず見受けられる。翻って日本の
場合、記憶に残るのは文部科学大
臣を勤めた物理学者有馬朗人氏く
らいしかいない。このような人材
をより多く生み出すためにも、理
系あるいは文系の一方のみに偏ら
ない能力を育成するダブルメジャ
ー制的な教育体系の主要大学にお
ける大学教育への導入が強く望ま
れる。
　ソフトウェア工学についての議
論で解説したような「理論技術」
やそれに伴う「思想技術」は、著
者の教育経験からすると、実際の
プロジェクト等を通して、その有
効性を教示すると、理系の学生に
も比較的理解されやすいようであ
る。この技術は「思想」とはいう
ものの、比較的具体的かつ現実的
技術であり、たとえばデザインパ
ターン注７）、UMLベース開発注８）
などの実践を通して十分習得可能
である。このような小「思想」へ
の対応は、一見逆説的ではある
が、情報系学科におけるカリキ
ュラムを演習・プロジェクト形
式中心に改めることにより十分
こなせるであろう。ただし、これ
は基本的にアプレンティスシップ
（見習就職）やOJT（職場内訓練）
を大学でやっているようなもので
あるため、そのような「思想」を
理解し使いこなせる教員の存在が
不可欠である。残念ながら、現在
の日本の情報系学科では、本当の
意味でのソフトウェア工学を研究
している研究室は全国に数えるほ
どしかないという意見もあるほど
で、このような教員の人材欠如と
いう問題がある。人材を企業から
求めようとしても、まだ企業自体
にその力がない場合がほとんどで
あろう。むしろ企業は大学にこそ、
その役割を求めているのではない
だろうか。
注6　ダブルメジャー制：二つのメジャー（専門）を同時に履修するアメリカのシ
ステム。これになれたアメリカでは普通であり、アメリカからの留学生が自分の専門
科目しかとれないことに戸惑うこともある。同様なものにメジャ ・ーマイナ （ー副専攻）
制などがある。
注7　デザインパターン：建築家アレキサンダーがまとめた建築デザインの範例集
をヒントに開発されたソフトウェア構築の範例集。パターン言語という記述の標準テ
ンプレートを持つのが特徴。
注8　UML：Unified Modeling Language：ソフトウェア設計の標準言語と
なりつつあるもの。三つの代表的方法を統合したため、Unified と呼ばれる。日本、
中国で検定制度もスタートしておりソフトウェア技術者の常識となりつつある。
■用語説明■
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　このような情況を考慮すれば、
海外の優秀な技術者による演習形
式の教育、あるいは海外における
アプレンティスシップの実施など
の方策が必要であろう。また、リ
ックライダー的な人材の育成に
おいても、日本の大学における教
育に拘ることなく、海外の大学に
おける教育・研究の機会を考える
べきだろう。個別の科学技術にお
いては、日本は海外に劣らない研
究教育水準を持つことは明らかだ
が、本レポートで述べた「思想」
を持った科学技術者、特に政策立
案者の育成については、現在の日
本の大学はその経験を殆ど持たな
い。このことにおいては、科学技
術の長い歴史を有する欧米の大学
から学ぶべき知恵は、ベルツの時
代に比較しても殆ど減ってはいな
い。そのような人材の育成を目指
して、積極的な留学生の派遣を考
えるべきである。また、政策的観
点をもつ科学者の育成の場合、学
部学生や大学院生の期間には、政
策的視点を吸収することが難しい
ことを考えれば、若手の研究者や
技術者を、海外において政策立案
に関係する職に就業させることに
より、必要な「思想」スキルを涵
養するという方策を考える必要も
ある。
　このような観点から、日本に
おいてWeb2.0 論の口火を切った
梅田等がシリコンバレーに在住し
て、その「思想」を吸収しており、
また、日本の若者に彼と同じ経験
をさせる運動を行っていること
は注目に値する。このような非政
府の組織による運動に対する支援
も、政府機関がとりえる政策のひ
とつであろう。
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蘋
情報学（情報社会学、情報科学、情報工学）
と科学史を研究している。特に最近はソフ
トウェア工学における諸技術の社会学的分
析や、その歴史的背景である19世紀数学
の歴史学的研究に力を注いでいる。
執　筆　者
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「EUナノロードマップ」
̶ナノテクノロジー分野における
技術ロードマップの課題と今後の展望̶
金間　大介
ナノテクノロジー・材料ユニット
1   背景と目的 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　 欧 州 委 員 会（The European 
Commission：EC） は第６次フ
レームワークプログラム（The 
Sixth Framework Programme：
FP6）の一環として、ナノテクノ
ロジーに関するロードマップ（EU
ナノロードマップ）を作成し、
2006年１月にホームページにて公
開した１）。ナノテクノロジーに関
連する３つの研究分野（材料、健
康・医療、エネルギー）を対象に、
2015年までのナノテクノロジーの
中長期的な予測と概観を目的とし
ている。本稿では、このEUナノ
ロードマップの概要を紹介すると
共に、同分野における技術ロード
マップがこれから直面すると予想
される課題や今後のあり方につい
て検討を試みる。
　まず、第１章では、一般的な技
術ロードマップの基本的な考え方
と、半導体やナノテクノロジー分
野に関する代表的なロードマップ
を紹介する。
１‐１
技術ロードマップとは
　近年、社会経済の発展における
イノベーション創出の重要性が広
く認識されるようになった。特に
今日のイノベーション研究では、
大学や企業の研究開発のみに注目
するのではなく、市場や社会ニー
ズ、制度・規制等までも含めた総
体的なシステムとしてイノベーシ
ョンを効果的に生み出していくこ
とが必要であるといった、いわゆ
るナショナル・イノベーション・
システム構築の重要性が謳われて
いる２）。ただし、そこには同時に、
市場や社会ニーズの潜在化、環境・
エネルギー問題の浮上、技術の高
度化・複雑化といった様々な課題
も浮かび上がっている。
　そのような中、将来の研究開発
を効果的に計画・実行していくた
めの手法として注目を集めている
のが技術ロードマップである。技
術ロードマップとは、一言で言う
と、将来における市場や社会情勢、
国内外における技術の比較優位性
等を総合的に検討し、目標とすべ
き技術の将来像について関係者に
おける合意形成を目指し、それを
視覚的に提示したものである。こ
れを作成することによって得られ
る具体的なメリットとしては、①
中長期的な研究開発戦略の明確
化、②産学官による統一された実
現目標の共有、③技術の高度化・
複雑化に対応した研究開発のコミ
ュニケーション・コラボレーショ
ンの促進、④技術的ベンチマーク
効果、⑤技術的限界の顕在化、な
どが考えられる３）。
１‐２
技術ロードマップの発展と
半導体・ナノテクノロジー
分野の技術ロードマップ
　そもそも技術ロードマップは、
米国の半導体メーカであるモト
ローラ社が、新製品開発やその
マネジメントに用いたことに端を
発していると言われている４）。そ
の後 IBM社等の他の米国企業も
導入を進め、1990 年代には官民
共同で米国国家半導体技術ロー
ドマップ（National Technology 
Roadmap for Semiconductors：
NTRS）が作成された。この段階
から、技術ロードマップは一企
業内の戦略立案プロセスとして
の活用から、ある特定の技術業
界の発展を前提とした戦略共有
と対話のためのツールへと発展
した。更に現在では、この動きが
後の有名な国際半導体技術ロード
マップ（International Technology 
Roadmap for Semiconductors：
ITRS）へと進化している。この
ITRSは技術ロードマップの中でも
最も成功した例として、半導体の
分野以外からも注目を集めている。
　我が国では、主要企業（主に大
企業）が所有する技術ロードマッ
プのほかに、2005年３月に経済産
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業省がC産業技術総合研究所や
CNEDO技術開発機構等の関係機
関と共に作成・発表した技術戦略
マップが有名である。これは政府
レベルとしては初めての全分野俯
瞰的な技術ロードマップであり、
2006年４月に改定したバージョン
では、計 24技術領域において作
成されている５）。
　また、ナノテクノロジーの分野
では、産業界が主導となり 21世
紀を担うナノテクノロジーとビジ
ネスをマッチングし新しい産業を
発掘することを目的として設立さ
れた団体：ナノテクノロジービジ
ネス推進協議会（Nanotechnology 
Business Creation Initiative：
NBCI）が、ナノテクノロジーに
関連する計８領域について、ビジ
ネス戦略ロードマップを作成して
いる６）。
　次章から紹介するEUナノロー
ドマップは、これらの活動と比較
しても政府が公的資金を投入して
産学官の知識を結集した形で作成
したことを考慮すると、作成推進
形態としては経済産業省の技術
戦略マップに最も近いものと言え
る。ただし、EUナノロードマッ
プの場合はその名の通りナノテク
ノロジーのみに関するロードマッ
プであり、他分野のロードマップ
は作成していない。
2   EUナノロードマップの目的、作成手法と構成蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
２‐１
目的（Goals）
　EUナノロードマップは、欧州
の研究開発従事者が社会・経済に
おけるナノテクノロジーのインパ
クトを把握し、研究開発の成果を
より効果的に社会・経済に普及さ
れるための知識を提供することを
目的に作成されている。従って当
ロードマップのユーザは各セクタ
ーの経営者・研究者に及ぶが、特
に産業界へのメッセージが強く、
その中では中小企業やベンチャー
企業も例外ではないことが強調さ
れている。また、ロードマップ作
成の目的として、以下の点も挙げ
られている。
蘆 ナノテクノロジー分野における
国際競争力の強化と市場の拡大
蘆研究開発の選択と集中と効率化
蘆 ナノテクノロジー分野のより効
果的な育成・教育
蘆欧州の国内外の連携強化
蘆 欧州における持続的発展と生活
の質の向上
２‐２
手法（Methodology）
　本ロードマップの作成は 2004
年～ 2005 年の２年間にわたり次
の２段階のアプローチで実施され
ている。第１段階は最初の１年目
に実施されたもので、主に世界各
国のナノテクの政策や技術動向に
関する情報の収集と分析、それを
基にしたナノテクの応用分野の模
索を行っている。第２段階で実際
のロードマップ作成作業を行って
おり、各段階それぞれの結果は報
告書としてホームページからダウ
ンロードできる。また、各年の11
月に国際会議を開き、調査結果を
紹介するとともに参加者からの意
見収集も行っている。調査の実施
に当たっては、EU内の８カ国と
イスラエルの技術系コンサルタン
トがそれぞれの得意分野を活かし
た形での国際的なコンソーシアム
を形成している。
　実際のロードマップの作成にお
いては、デルファイ調査の手法を
採用している。質問のサイクルは
２回で、主な行程は以下のとおり。
蘆 国際的に著名な専門家（デルフ
ァイパネル）の抽出
蘆 それぞれの技術分野における質
問票を作成（技術的質問のみで
はなく、社会・経済・産業応用
例・実用化に対する隘路・各国
の技術的ベンチマーク情報等の
質問も多く含む）
蘆 ウェブを用いた第１回目のアン
ケートを実施（1st cycle）
蘆 アンケートの収集と共に、一部
インタビューを実施
蘆 第 1回目の結果をデルファイパ
ネルへフィードバックして第２
回目のアンケートを実施（2nd 
cycle）
蘆 アンケート・インタビュー及び
国際会議の結果より、最終的な
ロードマップを作成
　回答したデルファイパネルは約
230名（回答率65％）で、図表１に
国籍および所属セクターを示す。
２‐３
構成（Structure）
　合計で約 700ページに及ぶ報告
書は、大きく分けて次の７つのレ
ポートで構成されている。事前調
査編（Sectoral Reports）として各
３分野（材料、健康・医療、エネル
ギー）について、また技術ロードマ
ップ編としてEUナノロードマッ
プの全体概要（Synthesis Report）
と各３分野のロードマップについて
レポートが作成・公開されている。
　事前調査編では、各分野におい
てロードマッピングの対象領域を
絞り込む前の段階で広く技術動向
が調べられており、その他各技術
の経済効果や社会影響、各国の施
策等の非技術的な側面も多く紹介
されている。
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　技術ロードマップ編では、各技
術の特徴やメリット・デメリット、
現在と将来の応用等が今後 10年
間にわたり予測・分析されている。
ロードマップの作成は技術の応用
例を中心にして、横軸を時間では
なく開発のフェーズ（基礎研究、
応用研究等）毎に描かれており、
時間軸の概念は 2005 年から５年
毎に３枚のマップを描くことで表
現されている（材料分野）。その
後に技術的・社会的課題やボトル
ネックについて議論されている。
そこでは、技術の国際競争力比較
や融合研究インフラへのアクセス
性、融合研究施設の必要性など多
岐にわたり検討されている。
　以上のように、当ロードマップ
は技術面以外の観点が非常に多く
盛り込んである。逆に言えば、技
術的な観点はやや専門度が低く一
般的なレベルに留まっており、他
の技術ロードマップと比較すると
物足りないようにも見える。
3   EUナノロードマップの内容と特徴　̶材料分野を事例に̶蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　この章では、EUナノロードマ
ップの内容と特徴を論じるため、
材料分野（Materials）を例に取り
上げて、ロードマップの概要とそ
の他いくつかの注目される特徴を
ピックアップして紹介する。
　事前調査では、３分野（材料、
健康・医療、エネルギー）ごとに
分野全体をほぼ網羅する形で調査
が行われているが、技術ロードマ
ップを作成する際にはそれぞれ４
つの領域に絞り込まれている（図
表２）。絞り込みの経緯としては、
１年目の事前調査で得られた情報
を基に、技術の応用可能性等を考
慮して第１回目の国際会議（2004
年 11 月）で候補を提案、専門家
との議論を行った後、欧州委員会
と協議し確定している。なお、こ
の経緯は、各分野共通である。
３‐１
材料分野における
技術ロードマップ
　材料分野の技術ロードマップで
はまず、ナノ材料の定義を、“ナ
ノメートルレベルで基本的な構造
が設計・処理された新規材料”と
定義している。また、サイズとし
ては、少なくともどれか一つの次
元（一辺、直径等）が、0.1 ～ 100 
nmの間に入っていることが示さ
れている。
　図表２右の技術ロードマップ
編に挙げられた１）～４）全ての
領域を扱うのは紙面の関係で困難
であるので、ここでは材料分野で
は代表的な技術である２）ナノ粒
子／ナノ複合体（Nanoparticles ／
nanocomposites）（以下、ナノ粒
子領域と呼ぶ）を取り上げて紹介
する。
　冒頭ではナノ粒子の定義から始
まり、その後、ナノ粒子の持つ特性
（表面状態や磁性・電気等の特性）
を簡単に解説している。また、ナ
ノ粒子のロードマップを示す前に、
ナノ粒子における研究開発の流れ
（Pipeline）を、製造（Production）、
機能化（Functionalisation）、ナノ
複合体への統合（Nanocomposite 
integration）、実用化（Application）
という４つの段階に分けて、それ
ぞれの技術的なポイントを分かり
やすく解説している。この段階で、
この領域に関する技術的専門度が
高くなくても内容を理解しやすい
ように配慮されている。
　まず、ナノ粒子領域における
図表１　デルファイ調査回答者の国籍秬と所属セクター秡
参考文献１）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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2005、2010、2015年それぞれのロー
ドマップ（Overview of applications）
を紹介する（図表３）。繰り返し
になるが、ここでもっとも特徴
的なのは、ロードマップの横軸が
時間ではなく、４つの研究開発フ
ェーズ（基礎研究、応用研究、初
期実用化、大量生産）で示されて
いることであり、時間軸の概念は
2005年から５年毎に３枚のマップ
を描くことで表現されている。こ
のような記述方法は他のロードマ
ップではあまり例を見ない。例え
ば、マップ中の一番上に示されて
いる太陽電池（Solar cells）を例
に挙げると、2005 年では基礎か
ら応用を中心に研究が進められ、
2010 年では初期実用化、2015 年
では大量生産のフェーズに至ると
予想されていることがわかる。な
お、このマップはナノ粒子の応
用を考慮し描かれたものであるた
め、ここで言う太陽電池とは、す
でに製品化されているシリコン結
晶体やアモルファスを用いたもの
とは異なったもの（量子ドット等）
が扱われていると考えるべきであ
ろう。
３‐２
研究開発に伴う
技術的・経済的リスクと
市場成長度
　図表４は、ナノ粒子が適用され
うる実用例における、今後 10年
間の市場の成長予測（縦軸）と、
研究開発に伴う技術的・経済的リ
スク（横軸）を示したものである。
横軸はリスクというよりも、実用
化に至るまでの課題や障壁の高さ
と考えても良いかもしれない。先
に例として取り上げた太陽電池
は、リスクで言うと中程度、経済
成長は最上位に位置している。
３‐３
EUの組織別国際競争力の
自己評価
　前述したように、非技術的な側
面の記述は、コスト等の経済的観
点、健康や環境影響の観点など、
かなり充実している。中でも注目
すべきはEUの各セクターの世界
における競争力に関する記述であ
る。図表５はナノ粒子領域のEU
の国際競争力に関するデルファイ
調査の回答結果である。デルファ
イの回答者（図表１参照）は、ナ
ノ粒子領域におけるEUの技術レ
ベルは、学術レベルや大企業では
ある程度競争力を有しているもの
の、中小やベンチャー企業レベル
ではやや競争力が落ちると感じて
いることがわかる（Excellent も
しくはGoodを選択した回答者が
半数以下）。このことはナノ粒子
領域のみならず、ナノテクノロジ
ー全体に及ぶ傾向となっており、
専門家がEUの産業技術レベル（特
に中小やベンチャー）を世界と比
較して劣位と認識していることが
わかり興味深い。また、そもそも
調査設計自体も、中小やベンチャ
ー企業を重要視（問題視）したも
のになっていることがわかる。そ
のことからもEUが考えるナノテ
ク分野の中小・ベンチャー企業の
役割の重要性が伺える。
　更に、技術ロードマップ作成
に先立って実施された事前調査で
は、図表２に示した計 12の技術
領域について世界 30カ国以上の
公開資料を基に、現在と将来の市
場と実用化の展望とともに主導国
の研究開発活動の動向が示されて
いる。具体的な詳細については本
稿では取り扱わないが、EUから
見た世界の研究開発活動が把握で
きて興味深い。一例を挙げると、
カーボンナノチューブ領域の主導
図表２　 各分野の事前調査対象領域と技術ロードマップを作成した 4 つの技術
領域
参考文献１）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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図表３　ナノ粒子領域のロードマップ（2005、2010、2015 年）１）
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国に関する研究開発動向の記述で
は、カーボンナノチューブ（CNT）
は日本で発見されたにも関わら
ず日本の活動状況は一切触れられ
ていない。数ページにわたる記述
の中で主に取り上げられているの
は欧州や米国の大学と一部の企業
で、それらに加えて韓国や台湾の
企業（Samsung や TECO Electric 
and Machinery）が CNT のディ
スプレイに対する応用開発の代表
例として、またインドの公的研究
機関（Indian Institute of Science）
の名前もガス流速センサーに対す
る応用成果の一例として見ること
ができる。
３‐４
EUと米国における
特許登録システムの問題
　デルファイ調査では、材料分野
の設問項目の中で、EUと米国の
特許登録システムの違いは中長期
で見た場合EUのナノテク発展に
とって不利に働くか、という問い
も設定している。結果を図表６に
示す。詳細な解説や提言等は本文
には無いものの、76％の専門家が、
米国の制限の低い特許登録システ
ム（Less restrictive US patenting 
system）に対し、懸念を示している。
３‐５
材料分野における提言
　最後に、本ロードマップの材
料分野では次の３点を提言してい
る。第１に、材料・プロセス技術
の高度化を進めること。これによ
って、技術の再現性を高めると共
に製造コストを抑え、リサイクル
効率を高めて持続可能なシステム
を構築する。第２に、製品開発型
ベンチャーに対するリスクキャピ
タルを増加させること。これによ
って、ハイリスクハイリターンの
研究開発が促進されると共に、大
企業のメーカやキャピタリストと
一体となった市場の確立や拡大が
期待される。第３に、ナノテクに
おける研究開発拠点を設立するこ
と。これは特にベンチャーや中小
企業にとって有益であるとしてい
る。３番目のナノテク融合拠点の
設立に関しては、デルファイ調査
結果も合わせて示しており（図表
７）、大多数の専門家がこれに賛
同している。このような融合拠点
は、単に技術の融合に効果的なだ
けではなく、中小やベンチャー、
大企業や公的部門といった各セク
ター間の技術の流動性を高め、市
図表４　 ナノ粒子領域の今後 10 年の市場予測と研究開発に伴う技術的・経済的
リスク１）
図表５　EUの組織別国際競争力の自己評価に関するデルファイ調査結果
 （ナノ粒子領域）１）
図表６　 EUと米国の特許登録システム
におけるデルファイ調査結果
参考文献１）を基に科学技術動向研究センタ
ーにて作成
図表７　 EU のナノテクの産業応用を
目指した融合拠点の設立に関
するデルファイ調査結果
参考文献１）を基に科学技術動向研究センタ
ーにて作成
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場へのタイムサイクルを早めるこ
とも期待される。
　なお、この融合拠点の必要性に
ついては、他の２分野（健康・医療、
エネルギー）でもそれぞれ示唆さ
れている。
３‐６
まとめ
―EUナノロードマップの
特徴とねらい
　これまで見てきたように、EU
ナノロードマップは技術的な解
説よりも、社会的・経済的な観
点からの記述が充実している。本
ロードマップは大きな地域レベル
の戦略立案に資するレポートと
いう意味があるため、社会的アジ
ェンダを前面に押し出すEUの特
徴が現れている。特に、ナノテク
ノロジーは 2000 年３月に定めら
れたリスボン戦略の目標達成の一
役を担うと期待されている分野で
ある７）。本ロードマップはこれと
共に 2007 年よりスタートする第
７次フレームワークプログラム：
FP7をも見据え、ナノテク戦略の
明確化や課題の浮き彫りを計った
ものと考えられる。また、第２章
でも述べたように、本ロードマッ
プは産業界、特に中小企業やベン
チャー企業へのメッセージ性が強
く、そのため個別要素技術の深い解
説よりも、各技術における今後の
研究開発のポイントや注意すべき
項目、EUにおけるナノテクノロ
ジー全体の動向把握・紹介といっ
たところに重点を置いているもの
と推測される。
4   ナノテクノロジー分野における技術ロードマップの課題と今後の展望 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　これまで本稿では材料分野を例
に取りEUナノロードマップの紹
介をしてきたが、最後にナノテク
分野における技術ロードマップが
抱える課題と、そこから見えてく
る今後の展望について、筆者の知
見を交えながら以下の視点で検討
を試みる。
４‐１
ナノテクノロジーにおける
技術と産業応用の
不確実性の問題
　ナノテクノロジーは分野融合的
な新興領域であり、そうであるが
故に技術ロードマップを作成する
に当たっては他の分野とは異なる
難しい課題が浮び上がる。ナノテ
クのように新しい産業の構築を目
指す研究領域では、現在の産業が
未成熟であり、極端に言えばあら
ゆる技術があらゆる産業応用の可
能性を秘めている。つまり、技術
的実現の不確実性および市場の不
確実性から、技術と製品とのつな
がりをマップ中に描くことは非常
に難しい。仮にある社会的・市場
的共通目標を掲げたとしても、そ
れを特定のナノテク分野の研究課
題まで落とし込むのは容易ではな
く、研究者・経営者はどの技術シ
ーズがその目標に対し有効である
か、そもそもどれだけの（有効な）
シーズを持っているのかを的確に
判断するのは難しく、見掛け上の
“シーズの潜在化”に直面するこ
とになる注１、２）。
　そこで図表８に、安永らが考案
する技術の構造化と将来市場の共
通認識を軸とした技術の分類を示
す９）。これまで最も効果的に技術
ロードマップが活用されてきた半
導体分野は、微細化を中心とした
技術の進化は著しいものの、技術
の構造自体は約 30年間大きく変
化しておらず、また市場に対する
関係者の共通認識も確立されてい
た。一方、ナノテクノロジーは将
来市場、技術の構造とも不明確で
あり、これがナノテク分野のロー
ドマップ作成の難しさであり、ま
た作成者や利用者の認識によって
はリスクにもなり得る。従ってナ
ノテクロードマップは戦略の明確
化を進めながらも、必要以上にナ
ノテクの持つ可能性を狭めること
の無いよう注意する必要がある。
これに対する具体的な対策として
は、毎年の改定を継続していくこ
とや、将来求められるであろう材
料の「機能」や「特性」に軸足を
置いたマップ作りを行うこと、ま
た、他分野のロードマップとの整
合性を強化することで目標を明確
にすること等が対策として考えら
れるが、それらに加えて前述した
ようなナノテクロードマップの持
つ課題や危険性を作成者・使用者
共に十分理解することが重要であ
ろう。
　これらの点に関し、本稿で紹介
したEUナノロードマップは、ロ
注1：参考文献 3）の中で安永らはこの問題に対し、ロードマップにおいて「技術」と「新
たな価値」との間に「機能」を示すレイヤーを設け、この機能が技術と価値とを媒介
する役割を果たすとしている。また、あくまでもマップに載らなかった技術は重要で
はないというのではなく、不断のマップの見直しが重要としている。
注2：Chesbrough らはその著書「Open Innovation」8）の中で、ハイテク産業に
おける技術やマーケットの不確実性の増大から、外部組織で生み出される技術との融
合が重要になってくると指摘している。ナノテクロードマップ作成の際には、この観
点をどこまで取り込めるかが大きな課題の一つとなり得る。
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ードマップ策定の際に技術領域を
絞り、もっぱら応用と実用化を念
頭にマッピングを行うこと、横軸
を時間ではなく研究フェーズ毎に
区切り実用化への道をマッピング
すること、更に実用化の際に想定
される（社会的）課題の抽出に論
点を絞ることで対処していると考
えられる。また、ナノテクノロジ
ーによる新たな価値創造のために
は、多くの専門家が技術融合的な
研究拠点形成を必要とするデルフ
ァイ結果が示されている（図表７
参照）。
４‐２
技術ロードマップの
国際的な役割
―競争と協調
　最後に、国際的な観点から提言
を述べる。ここ数年の間に各国政
府や共同体を中心に、研究開発戦
略の明確化、各セクターの英知の
結集、国民への説明責任といった
観点から、盛んに技術ロードマッ
プの作成が行われるようになっ
た。当然これら各国の取組は同時
進行している状態で、相互の連携
などはまだ図られていない。従っ
て現段階では、自国もしくはEU
のような地域的連合体が産業競争
力を高める目的のためにロードマ
ップは作成されている。しかし各
国ほぼ同時期に作成している技術
ロードマップは、またとない国際
協調のためのツールとなり得る。
特に今後、ナノテク分野で積極的
に行われるであろう国際標準化や
国際的な共同研究開発の提案の場
では、双方の技術ロードマップを
ベースとして検討を行うことで、
議論の効率化や技術シーズの比
較、応用例の差別化など双方にと
ってより良い結論を得ることも可
能となるかもしれない。また、同
分野の現在の高度化・複雑化した
技術体系においては、国内のリソ
ースで実現可能な技術と海外との
協力が不可欠な技術の双方が存在
している。そこで、国際連携が必
要と考えられる技術については、
ロードマップ作りの場で技術開発
の連携先や実現可能性等に至るま
で視野を広げ議論を行うべきと考
える（図表９）。
謝　辞
　本稿をまとめるに当たり、経
済産業省研究開発課課長の安永
裕幸氏、ナノテクノロジービジネ
ス推進協議会事務局次長の水元
宗男氏および亘理誠夫氏、W&W
（Willems & van den Wildenberg：
スペインの技術系コンサルタン
ト）の Juan Perez 氏から貴重なご
意見、並びに資料を提供して頂き
ました。ここに深く感謝致します。
参考文献
01）  EUナノロードマッププロジェク
トホームページ：
 http://www.nanoroadmap.it/
02）  後藤晃／児玉俊洋「日本のイノ
ベーション・システムー日本経
済復活の基盤構築にむけてー」
東京大学出版会（2006）
03）  安永裕幸／尹泰聖「テクノロジ
ーロードマップ―技術知識の俯
瞰と分析による新産業創造」オ
ープンナレッジ（2006）
04）  C .  H .  Wi l l ya rd  and  C .  W .  
McClees,“Motorola’s technology 
roadmap process”Research 
Management, PP.13-19 Sept.-Oct.
（1987）
05）  技術戦略マップ（分野別技術ロ
ードマップ）ホームページ：
  http://www.nedo.go.jp/roadmap/
index.html
06）  ナノテクノロジービジネス推進
協議会（NBCI）ホームページ：
 http://www.nbci.jp/
07）  「Towards a European Strategy 
for Nanotechnology」　European 
Commission（2004）
図表８　技術の構造化と将来市場の共通認識を軸とした技術の分類
参考文献９）を基に科学技術動向研究センターにて作成
共通認識あり
共通認識不十分
市場の不透明性 社会像の不透明性
構造化されている 蘆半導体 蘆民生用ロボット 蘆 3R
構造化されていない
蘆再生医療
蘆ゲノム創薬
蘆ナノテクノロジー
蘆 グリーンサステブル
ケミストリー
将来市場
技術
図表９　今後のナノテクロードマップの課題
科学技術動向研究センターにて作成
科 学 技 術 動 向　2006年 10月号
28 Science & Technology Trends   October  2006 29
「EUナノロードマップ」̶ナノテクノロジー分野における技術ロードマップの課題と今後の展望̶
08）  H. Chesbrough、「Open Innovation」
（大前恵一朗訳）産業能率大学出
版部（2004）
09）  安永裕幸「イノベーションジャ
パン 2006『我が国のイノベーシ
ョンシステム構築に向けた産学
官によるロードマップ・コミュ
ニケーション』」パネルディスカ
ッション予稿集
ナノテクノロジー・材料ユニット
金間　大介
科学技術動向研究センター
http://www.nistep.go.jp/index-j.html
蘋
科学技術と経済社会、イノベーションとの
関係に興味を持つ。特にナショナルイノベ
ーションシステムにおける大学・公的研究
機関の役割や、公共性の重要性について調
査・研究を行っている。また、ナノテクノ
ロジー分野の研究動向についても興味を持
ち調査活動を行っている。
執　筆　者
科 学 技 術 動 向　2006年 10月号
30 Science & Technology Trends   October  2006 31
通信放送衛星システムの利用動向
科学技術動向研究
通信放送衛星システムの利用動向
辻野　照久
推進分野ユニット
1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　「通信放送衛星システム」は第3
期科学技術基本計画におけるフロ
ンティア分野の重要な研究開発課
題の１つである１）。安全・安心の
確保や長距離・広範囲の通信放送
を担う衛星システムは、実用的な
宇宙開発の代表的な成果であり、
地上の光ファイバー網や海底ケー
ブルなどの通信システムと融合さ
せてユビキタスネットワークを構
築するために、現在では必須のイ
ンフラとなっている。衛星通信の
メリットとしては、地上での災害
発生に伴う通信途絶時に代替の通
信手段として利用できること、地
上インフラが未整備の離島や僻地
などにも遍く電波が届くこと、テ
レビ報道や救急活動のように機動
性が求められる現場で即時に活用
できること、航空機や船舶など地
上ネットワークと直接通信できな
い移動体での利用などが挙げられ
る。地上の通信放送インフラと宇
宙の通信放送衛星システムは、現
在では単なる競合関係ではなく、
互いに補いながら役割分担する段
階になってきている。
　一方、科学技術の発展の観点
から見ると、静止衛星を用いた
通信放送システムは、既に商業的
に衛星の製造や運用が行われてお
り、技術的に成熟していて、もは
や新たな技術開発の余地はあまり
ないという意見がよく聞かれる。
それに対して「まだ衛星通信技術
は成熟していない」という見方も
ある２）。C宇宙航空研究開発機
構（JAXA）が作成した通信放送
衛星の技術ロードマップにおいて
は、第３期科学技術基本計画で実
施される新しい通信機能を実証し
た後、2020年頃まで衛星通信技術
の高度化を進めて、インターネッ
ト・プロトコル（IP）に基づく共
通化プラットフォームの構築、す
なわち電話やテレビ放送を含めて
インターネットへ融合化してゆく
ことや、21GHz帯利用による衛星
テレビ放送の高度化などの技術進
歩が想定されている。さらにその
後のイノベーションとして、電磁
波による通信から光量子通信へ置
き換わる時代が来ると考えられて
おり３）、欧州や中国では数年のう
ちに有人宇宙船と地上の間で量子
暗号通信実験を行うことを計画し
ている。
　本稿では、現時点における通信
放送衛星システムの利用面での有
効性と、第３期科学技術基本計画
期間（2010 年度まで）に開発・実
証される通信放送衛星システムを
活用して安全・安心の確保や利
用者の利便性を向上させようと
する我が国の政策について概要
を紹介する。また、欧州や中国
において、今後数年のうちに地
球規模の長距離での量子暗号通信
実験を有人宇宙船と地上の間で行
う計画があることから、萌芽期に
ある宇宙量子通信の研究動向につ
いても述べる。
2   利用面から見た通信放送衛星システムの有効性 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
２‐１
基本的な通信放送における
衛星利用
　我が国では、商業的な静止通信
放送衛星として、日本電信電話譁
（NTT）の「N－STAR」（2000 年以
降、ジェイサット譁に委譲）、譁
放送衛星システムの「B－SAT」、
ジェイサット譁の「JCSAT」４）、
譁宇宙通信（SCC）の「スーパー
バード」５）などが定常的に運用さ
れており、緊急情報の伝達・テレ
ビ番組配信・通信教育・シンポジ
ウムやイベントでの双方向の通信
利用など、基本的な情報通信のニ
ーズに合致した衛星通信利用が拡
大してきている。衛星利用のメ
リットは１対１の２点間通信よ
りも、直接放送や１対多の通信
において発揮され、通信放送衛星
を利用した民間の多チャンネル放
送がジェイサット社などの衛星通
信事業者の収益源となっている。
これらの通信放送衛星は、我が国
が 1990 年に米国から要求された
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由して都道府県庁･市町村役場に
地震･津波・火山噴火・気象・武
力攻撃などの警報を即時に伝達
する全国瞬時警報システム（J－
Alert）６）が 2004 年から一部地域
で稼動し始め、今後受信範囲が拡
大していくと予想される。地震・
火災・落雷･出水などの自然災害
やテロなどの人災により、地上の
通信ケーブルが損傷するような事
態はいつでも起こりうるものと考
えて、衛星通信を中核的な通信路
とするシステムを整備していくこ
とが重要な課題である。
　また、災害･危機管理に関する
情報を国民に即時に周知できる衛
星を我が国の重要なインフラとし
て整備すべきである。このような
衛星の必要性については、2005年
３月に JAXAが発表した長期ビ
ジョン７）の中で述べられている。
盪被災現場での通信利用
　被災地での通信インフラの確保
はライフラインの中でも優先度の
高いものである。2006年５月にイ
ンドネシアで発生した地震では、
日本から陸上自衛隊や日本赤十字
社、NPOなどが救援に赴き、被
災地での救助活動で大いに貢献し
た。このような救援隊が必要とす
る通信手段の主力は、現地の地上
での通信設備ではなく、米国のイ
リジウム衛星用の携帯端末８）であ
った。現地の通信路はトラフィッ
クの輻輳で全くといっていいほど
利用できない状況であったが、イ
リジウム衛星経由の通信により
円滑な救助作業を行うことができ
た。イリジウムは低高度で周回す
る衛星であり、66個の衛星で全世
界をカバーしている。中近東から
アフリカにかけては、アラブ首長
国連邦（UAE）の企業が運営する
スラーヤ衛星の携帯端末９）が利用
されている。我が国はこのような
被災時の通信インフラ確保に関し
て立ち遅れている面がある。
蘯緊急用ヘリコプターの通信支援
　我が国は航空機全体に占めるヘ
リコプターの割合が非常に高く、
世界でも有数のヘリコプター大国
である。このうち、災害救助用ヘ
リコプターは、大規模な地震や地
すべり等の発生時に有効な災害対
応手段となることが広く認識され
ている。しかし、地上の任意の
場所との通信回線を持たないヘ
リコプターは、取得した写真や
ビデオ画像等を単独では伝送す
ることができず、通信中継のた
めに地上側の支援が必要である。
例えば防災ヘリコプターが基地局
から通信可能な距離を越える現場
へ向うときは、情報収集車（ヘリ
テレ受信車）10）が防災ヘリコプタ
ーを追尾し、通信を中継する。し
かし、災害発生時には、自動車が
道路の寸断などで追走できない場
合も生じる。
　一方、救急医療用ヘリコプタ
ー（ドクター・ヘリ）は、我が国
では 2006年 10月現在、９道県 10
箇所の病院や救急救命センターに
配備され、多くの救命実績を上げ
ている。しかし、救急医療用ヘリ
コプターに関しては米国や欧州諸
国と比べて絶対数が少なく、立ち
遅れていると指摘されている。救
急医療用ヘリコプターには救急専
用の医療機器を装備し、消防機関
スーパー 301 条注１）に合意して以
来、国際調達されるようになった。
　我が国では、これまでに米国製
の衛星が欧米の打上げロケットに
より 30機以上打ち上げられてい
る。2006年８月には米国のロッキ
ード・マーチン社が製造したジェ
イサット社の「JCSAT－10」が
欧州のアリアン５ロケットで打ち
上げられた。2009年打上げ予定の
宇宙通信の「スーパーバード－７」
は我が国の衛星製造企業（三菱
電機譁）が受注した。
　全世界の通信放送衛星市場は年
間 3,000 億円程度である。近年、
地上の通信インフラ整備が立ち遅
れている南米やアフリカなどの開
発途上国では、自国の通信インフ
ラ整備のために欧米や中国の企業
が製造した通信放送衛星を相次い
で導入しようとしている。このこ
とは、人口密度の低い地域での情
報通信において、通信放送衛星シ
ステムの優位性が高いことを示し
ている。我が国にも、まだ山間部
などには人口密度の低い地域があ
り、通信放送衛星システムを積極
的に利用することで、地上システ
ムよりも効率よくデジタルデバイ
ドを解消することができると考え
られる。
２‐２
災害・緊急時における
衛星通信の利用
　災害に強いロバストな通信系
を構築するためには、地上の通信
インフラが全く利用できない事態
まで想定した対応策を準備するこ
とが必要であり、そのような応用
研究及び製品化も着実に進んでい
る。以下に衛星経由での通信の利
用形態の例をいくつか示す。
盧緊急時の瞬時警報システム及び
　一斉同報システム
　気象庁や内閣官房などから商業
通信衛星（スーパーバード）を経
注1　スーパー301条：スーパー301条とは、米国包括通商・競争力強化法（1988
年）に盛り込まれている対外制裁条項の１つで、通商法301条を強化し、不公正な
貿易慣行や障壁を有すると疑われる国に対して、米国通商代表部（USTR）が交渉し
ても改められない場合に、その国に対して報復措置をとるという条項である。我が国
では、政府機関が調達する通信放送衛星に関して国際調達を行うことが求められ、そ
の後の我が国の静止通信放送衛星はすべて米国製が選定された。
■用語説明■
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等からの出動要請に基づき、救急
医療の専門医師や看護師が搭乗し
て、現場での救急医療や病院への
搬送を行う。これらの緊急用のヘ
リコプターの運航上、地上との通
信用周波数の確保が１つの課題と
なっている。このような緊急用ヘ
リコプターの運用について、周波
数帯域が広い衛星通信で中継する
ことが適切である。ヘリコプター
は上部に巨大な回転翼（ロータ）
を持つため、高速回転の隙間を
縫って衛星と通信できるようなロ
ータ回転角と同期する通信システ
ムが必要になる。現在はアクティ
ブ・フェーズドアレイ・アンテナ
（APAA）を機体両側に搭載して、
静止衛星との通信に試験的に成功
したところである。
２‐３
移動体における衛星通信
盧航空機及び船舶での通信利用
　航空機や船舶のような移動体で
は、通信衛星を経由する通信技術
や運用体制が整ってきている。
　最近の旅客機では、機体上部に
レドームを設け、360 度回転可能
なアンテナで常時衛星通信を利用
できるようになってきた。Kuバ
ンドを使用する衛星通信では降雨
時の電波の減衰が非常に大きい場
合があるが、高高度を飛行する旅
客機では気象の影響を受けること
なく、衛星の可視範囲で品質の良
い電波を受信することができる。
　船舶も航空機と同様に、地上
の回線を利用できない移動体で
あり、見通し範囲に陸地がないよ
うな海域では、過去の短波無線通
信に代わり、衛星通信が主たる通
信手段になってきた。利用される
衛星はＬバンドを使用するインマ
ルサット衛星が主流であり、比較
的低コストのアンテナが多くの船
舶に設置されている。インマルサ
ット衛星は、現在最高通信速度が
432kbps と低速であるため、より
高速な通信が可能となるKuバン
ドを使用した衛星通信サービス 11）
が開始されている。
盪衛星経由のテレビ中継
　良質な映像コンテンツを追求
するテレビ映像制作部門では、事
件や事故の現場の取材のために機
材の迅速な展開と確実な画像送信
を必要としており、テレビ中継車
の技術が近年格段に進歩した。撮
影態勢立上げの迅速化、ハイビジ
ョンカメラによる画像の高品質化
への対応、より充実した内容の番
組の提供などの要求を満たすた
め、衛星中継によるニュース収
集（SNG）システムが開発された。
衛星中継ではアンテナの方向調整
など通信路の確立に一定の時間を
要するが、進歩したアンテナ技術
を活用した移動体 SNG中継車で
は、現場へ移動中に衛星との通信
路を確立できるようになり、現場
到着から中継開始までの時間的ロ
スを大幅に低減した。また、移動
体 SNG車載局では、従来の静置
型中継に対し、走行中でも中継が
可能になり、マラソン中継などに
も利用可能となっている。さらに、
衛星通信機器が小型化したことに
より、SNG車内で映像編集を行う
機器の搭載も可能となり、車体の
小型化で駐車スペースの確保が容
易になるなど、急速に新技術が盛
り込まれてテレビ中継車は洗練さ
れた仕様になってきている。今後、
準天頂軌道の通信衛星が利用でき
るようになれば、駐車位置の自在
性の向上やアンテナの一層の簡素
化・低コスト化及び装置の小型化
などの改善が可能になる。
　通信で使われる電波も光も電磁波の１種であり、波長×周波数＝光速（約
300,000km/s）となる。電波は光に比べると波長はかなり長い。波長がおよ
そ1cmから1mの電波は、マイクロ波とも呼ばれ、さらに細かく周波数で区
分して、Ｌバンド、Ｃバンドなどと呼ばれる。Ｋバンドはさらに周波数の高い
方をKaバンド、低い方をKuバンドと区分している。各家庭にテレビ番組を
配信する直接放送衛星はKuバンドを使用している。
電磁波の周波数と波長の関係
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　第３期科学技術基本計画の中で
は、「超高速インターネット衛星
（W
ウ イ ン ズ
INDS）」、「技術試験衛星Ⅷ型
（ETS－衄
エイト
）」及びこれらの衛星の
実現・実証を前提とした「高度衛
星通信技術に関する研究開発」の
３項目について、研究開発目標及
び成果目標が定められている。
３‐１
技術試験衛星Ⅷ型
（ETS－Ⅷ）
　JAXAは携帯端末と衛星間の直
接通信ができる衛星通信技術を実
証するため、2006 年度に技術試
験衛星Ⅷ型（ETS－Ⅷ）12）の打上
げを予定している。衛星バス、大
型展開アンテナ及び高精度時刻基
準装置の開発は JAXAが担当し、
主要な通信機器の開発はC情報
通信研究機構（NICT）並びに日
本電信電話譁（NTT）が担当する。
　ETS－Ⅷは、図表１に示すよう
に、19m× 17mの巨大なアンテ
ナを２つ展開し、Ｓバンドで移動
体との高速通信を目指す。地上側
では、これまでの衛星通信用地球
局の大きさが格段に小さくなり、
携帯電話よりやや大きい程度に
なる。この衛星は、静止軌道上の
重量が３トン級であり、我が国の
静止衛星としては最大になる。衛
星の大きさは、太陽電池展開方向
が40m、アンテナ展開方向も 40m
である。衛星の要素技術としては
大型展開アンテナの開発が最も困
難であり、予備的な展開実験を行
うために、アリアンロケット第２
段に部分モデルを搭載して展開実
験を行っている。１回目の実験は
展開に失敗したが、2006 年 10 月
14 日にアリアン５ECA型ロケッ
トにより２回目の展開試験用ペイ
ロード（LDREX－２）が打ち上
げられた。衛星通信技術の実験と
しては、フェーズドアレイアンテ
ナにより指向方向を自由に設定で
き、マルチビームを用いて携帯型
の電話及び高速パケット交換の実
証を行う。スラーヤ衛星で既に実
現されているような、静止衛星と
携帯電話の間で直接通信ができる
ようになれば、新しい衛星通信技
術の実証という目標を達成したと
いえる。また高精度時刻基準装置
により時刻情報を発信し、GPSの
測位実験も行う予定である。日本
版GPSの実現に向けての１つの
ステップである。
３‐２
超高速インターネット衛星
（WINDS）
　JAXAは 2007 年度に超高速イ
ンターネット衛星（WINDS）13）の
打上げを予定している。WINDS
は図表２に示すような外観で、技
術的な特徴としては、①アクテ
ィブフェーズドアレイアンテナ
（APAA）による指向方向の自在
な制御、②衛星搭載のスイッチン
グルータ（155Mbps×３チャンネ
ル）による高速情報交換、③出力
可変のKaバンド通信による天候
に応じた出力制御、④ユーザ間を
１ホップで接続可能とするメッシ
ュ型ネットワーク、などがある。
　WINDS で利用できる通信速
度は、地上のアンテナ設備によ
って異なる。家庭用の直径 45cm
の超小型地球局（USAT）で受
信 155Mbps、 直径 1.2m の 小型
地球局（VSAT）では送受信と
も 155Mbps、さらに大型の直径
2.4m の VSATでは 622Mbps、企
3   第3期科学技術基本計画における通信放送衛星システムの目標蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表１　技術試験衛星Ⅷ型の構成
Illustlated by JAXA
図表２　超高速インターネット衛星の構成
Illustlated by JAXA
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業等での利用を想定した直径 5m
級の大型地球局では従来にない
1.2Gbps の超高速衛星通信を行う
ことができる。
　WINDSのアンテナのカバレッ
ジは日本、近隣地域、東南アジア
に配置されており、これらの地域
の主要都市をカバーする。またオ
ーストラリア・ニュージーランド・
ハワイなどの地域にはアクティブ
フェイズドアレイアンテナのビー
ムスキャンニングでカバーする。
Kaバンド通信はデータ伝送量を
大きくできるが、降雨減衰が大き
い。出力可変の高出力マルチポー
トアンプ（MPA）により、降雨
地域には出力を高めて降雨減衰の
影響が出ないように送信すること
ができる。
　これらの技術的目標を達成する
ことにより、衛星通信によるデジ
タルデバイドの解消や、地上ネッ
トワークを利用できない場所での
インターネット利用が可能になる。
　通常、商業通信衛星の中継器
のリース料金は年間数億円にもな
る。WINDSを用いた通信の利用
については、総務省が公募を行う
予定である。採択されれば、実験
目的に合わせて地球局を準備し、
高性能中継器を無料で利用できる
ようになる。日本国内だけでなく、
東南アジアや太平洋諸国からの利
用希望に対応することで、我が国
の国際貢献にも役立つものと予想
される。
３‐３
高度衛星通信技術に関する
研究開発
　総務省は、第３期科学技術
基本計画期間中に、ETS－Ⅷ、
WINDSの通信用搭載機器を利用
した衛星通信ネットワークによ
り、災害対応、デジタルデバイ
ド解消、衛星インターネット等の
ロバストな通信手段の技術を開発
し、実証を行う計画である。
　また、災害対策・危機管理のた
めの衛星基盤技術として、携帯端
末による移動体衛星通信技術だけ
でなく、同じ搭載中継機で通常時
の大容量基幹回線と災害時の多数
の小容量ユーザ回線の両方を使用
でき、状況に応じた衛星通信の使
い分けを可能にする技術の開発等
を行う。これにより、2010 年度
までに、大規模自然災害等におい
ても衛星を利用して確実に情報を
送ることができるシステムを構築
するための基盤となる技術を開発
し、国民生活の安全・安心の実現
に資することを目標としている。
図表３に高度衛星通信のイメージ
を示す。
図表３　 ETS －ⅧやWINDS で実現される新
たな衛星通信のイメージ
Illustlated by JAXA
4   光衛星間通信実験衛星（OICETS）の実験結果と今後の課題 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　我が国では、JAXAが光によ
る衛星間の通信という新しい技術
に挑戦し、予想以上の成功を収め
た。図表４に示すような外観の光
衛星間通信実験衛星（OICETS＝
「きらり」）は、2005 年 8月に ICS
コスモトラス社（ロシア・ウクラ
イナ）のドニエプルロケットによ
り打ち上げられ、2006 年３月ま
でに主要な試験目標を達成し、さ
らに計画以上の成果を目指して実
証実験を続けている 14）。OICETS
は世界で初めて、静止衛星と低軌
図表４　光衛星間通信実験衛星「きらり」の構成
Illustlated by JAXA
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道周回衛星間での光通信の実証に
成功した。相手の静止通信衛星は
欧州の先端型データ中継技術衛星
「ARTEMIS」である。通信距離
はおよそ 4万 km、相対移動速度
は毎秒数km、レーザ光の広がり
角は５マイクロラジアンで、双方
向通信を行うことができた。
　2006 年３月にC情報通信研究
機構（NICT）がOICETSの通信
実験の一環として行った地上との
通信では、衛星から地上への伝送
（ダウンリンク）に関しては予想以
上に誤りが少なく、大気ゆらぎの
影響低減など目標値を上回る良好
な結果が得られた。ただし、実験
の途中で雲による回線断があった。
　光を利用した通信は、現在の衛
星通信で用いられているマイクロ
波に比べて、通信速度を飛躍的に
高くすることができ、今後ギガビ
ット（Gbps）級あるいはテラビッ
ト（Tbps）級の宇宙通信ネット
ワークの実現につながる可能性が
ある。ただし、光通信の弱点は、
通信空間の途中に存在する雲や水
蒸気により甚だしく減衰すること
である。しかし、衛星間での通信
においては、大気圏の影響がほと
んど無視できるため、大容量高速
通信が可能になる。さらに、衛星
間での光通信は、アンテナの大き
さを現在より画期的に小さくする
ことができる。これは衛星運用上、
アンテナ駆動による姿勢擾乱の影
響を受けにくいという利点を持つ
ことになる。電波による通信は技
術的にほぼ確立されており、衛星
通信技術の開発は、将来的には光
通信技術の性能向上が中心になっ
てくるものと予想される。大気の
影響を受けやすい地上－宇宙間の
通信に関しては、降雨が少ない砂
漠地帯の地上局や高高度を航行す
る飛行機や成層圏プラットフォー
ム（飛行船）を結ぶ中継システム
も考えられる。
5   将来の衛星通信技術蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
５‐１
2020年頃までの
通信放送衛星システム
発展の展望
　JAXAは 2003 年から 2004 年に
かけて、衛星利用促進委員会の一
環として「将来の衛星利用検討分
科会」を設置し、「新たな通信・
放送システム開発に向けて」と題
する報告書を作成した 15）。この
中でETS－Ⅷによる移動通信や
WINDSによる超高速インターネ
ット利用など 2010 年までに想定
される技術開発成果を踏まえて、
2020年までに中継機の小型軽量化
や大容量化を図り、インターネッ
トへの融合化、言い換えればイン
ターネット・プロトコル（IP）化
された共通プラットフォームによ
るネットワークが中心となる将来
像を描いている。また、衛星放送
システムに関しては、21GHz 帯
を利用する次世代放送システムへ
の移行も注目される。データ中継
については、地球観測衛星が取得
する大量のデータをデータ中継技
術衛星（DRTS＝「こだま」）が
担っている。将来的にはOICETS
図表５　 地上システムと整合した経済的な通信放送衛星システムの開発ロードマップ
出典：新たな通信・放送衛星システム開発に向けて（JAXA）
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の成果を引き継いで光通信により
衛星間通信を行うようになると予
想される。図表５は同報告書に示
された通信放送衛星システムの開
発ロードマップである。2006年８
月 25日の宇宙開発委員会におい
て、総務省宇宙通信政策課が報告
した「通信･放送・測位分野の宇
宙開発の政策的重要性と今後の取
組みについて」の中でも各技術に
ついてより詳細なロードマップが
示されている 16）。
５‐２
量子通信への移行
　図表５のロードマップでは触れ
られていないが、2030年頃には電
磁波や光波による通信から量子通
信へと置き換わり始める可能性も
ある。量子通信の技術開発はまだ
世界的にも緒に就いたばかりで、
実用化までの道はかなり遠いと思
われるが、我が国でも官民ともに
基礎研究を着実に進めている。我
が国では、第３期科学技術基本計
画における情報通信分野の重要な
研究開発課題の１つとして、「2030
年までに、情報通信の大容量化と
高秘匿性を確保する量子通信技術
を実現する」ことを研究開発目標
としている。量子通信の技術には
量子コンピュータや量子テレポー
テーションなども含まれる大規模
かつ複雑な応用システムも含まれ
るが、量子暗号通信は最も小規模
かつ初歩的な応用であると考えら
れている。量子暗号通信の特徴は、
もし伝送途中の量子信号が盗まれ
たとすると、その瞬間に量子の状
態が変わってしまって、意味のな
いデータになるとともに、通信者
の側では盗聴されたことが検出で
きる。このため、最も安全な通信
方式であるといわれている。
　量子通信は、量子もつれ合い（量
子相関）や量子重ね合わせなどの
性質を利用するものであり、従来
の電磁波や波としての光を利用す
る通信技術とは全く異なる技術で
あることが示されている。次章で
紹介するように、海外ではこの領
域の基礎実験を宇宙空間を利用し
て行おうとする動きがある。
　2003 年から 2005 年にかけて科
学技術政策研究所が実施した第
８回デルファイ調査の中では、フ
ロンティア分野の惑星探査技術領
域の課題として「現在の光通信の
100 万倍高速の大容量通信を惑星
探査衛星と行うための量子通信技
術」がとりあげられている。地上
において量子通信の技術が十分成
熟すればこのような技術が実現す
ると予想される。デルファイ法に
よるアンケートの結果、技術的実
現時期は 2018 年頃、社会的適用
時期は 2028年頃と予測された。
6   宇宙での量子通信実験を目指す各国の動向蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　量子通信技術は室内実験から
フィールド実験へ展開され始めて
おり、長距離の記録更新で世界的
な競争が行われている。我が国で
は 100km程度の光ファイバー経
由の量子暗号鍵通信のフィール
ド実験が行われた 17）。最も性能
のよい実験例としては、送信側
で 1,000bps、100km先の受信側で
10bpsという結果が得られている。
光ファイバー経由では途中の損失
が大きく、100kmの通信でビット
レートが 100 分の１程度になり、
中継なしで通信可能な距離を伸ば
すことは非常に困難である。我が
国では当面 100km 先で 100kbps
を目標としている。
　量子通信の別の方法として、光
の直進性を利用する空間伝搬方式
がある。地上で空間伝搬させる場
合、地球が球形であることや、空
気層による減衰・屈折などがあり、
目標地点（受信側）への到達は最
も困難な課題となっている。そこ
で、有力な方法として考えられて
いるのが、いったん宇宙を経由す
る衛星通信方式である。米欧や中
国では衛星－地上間の量子通信を
目指す研究が行われている。
盧米国の地上での空間伝搬実験
　米国では、ロスアラモスの研
究グループが空間伝播（光ファイ
バーを用いない方式）で 10kmの
量子通信に成功した。これは数百
kmに及ぶ衛星－地上間と「光学
的深さ」（optical depth）が等価で
あり、宇宙空間を利用した高速量
子通信につながる顕著な成果であ
るといわれている 18）｡
盪国際宇宙ステーションを利用する
　欧州の量子通信実験計画
　欧州では地上での空間伝搬によ
り量子暗号鍵通信の長距離フィー
ルド実験を行っている。ウイーン
大学（オーストリア）のザイリン
ガー（Zeilinger）教授らのグルー
プは、欧州宇宙機関（ESA）の光
地上ステーション（OGS）を用い
て、144km隔てたラ･パルマ島と
テネリフェ島（いずれもスペイン・
カナリア諸島）の間で量子もつれ
状態（エンタングルメント）の空
間伝搬実験を行った 19）。同グルー
プはさらに、地上での実験成果を
より長距離で実証するべく、宇宙
空間を利用した「SPACEQUEST」
という量子暗号鍵配信ミッション
を計画している。これは、国際宇
宙ステーションに送信機を搭載
し、宇宙ステーションと地上間
の 1,600km以上の距離で量子通信
の実験を行おうとするもの 20）で、
欧州宇宙機関（ESA）に提案されて
高い評価を得た。遅くとも2011年
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頃にはスイス・コントラバス社の
光ターミナル２個を含む搭載装置
が打ち上げられる見込みである。
蘯有人宇宙船を利用する
　中国の量子通信実験計画
　中国では、2005年に中国科学技
術大学の潘建偉教授が空間伝搬方
式で世界最長となる 13kmの距離
で量子もつれ合い暗号通信に成功
した 21）。これに続いて、2008 年
打上げ予定の有人宇宙船「神舟７
号」に量子通信の実験装置を搭載
し、数百 kmの距離での量子通
信実験を行うことが計画されて
いる。中国は、米欧に先んじて
有人宇宙船を用いた長距離通信
を独力で実現する可能性があり、
注目される。中国が目指す量子通
信の主要な用途は、現在の衛星通
信と同様に地上の２地点間の通信
を衛星経由で行うことである。マ
イクロ波通信を量子通信に置き換
えることで大容量で秘匿性の高い
通信を実現することを目指してい
ると考えられる。
盻我が国の宇宙量子通信の萌芽
　我が国ではNICTが宇宙量子通
信の研究を行っている。NICTは
OICETSと地上間での光通信実験
により宇宙空間での光通信技術の
研究を行うとともに、量子通信の
基礎研究も行っている。今後の研
究の方向性として、我が国が得意
とする宇宙ロボット技術と、萌芽
期にある量子通信技術を組み合わ
せて、テラビット級の大容量・地
球規模の長距離の量子通信のフィ
ールド実験を宇宙空間と地上の間
で行う方式が考えられる。独自の
有人宇宙船を持たない我が国とし
て、OICETSのような通信実験衛
星でより長距離での宇宙量子通信
を実証できれば、この分野で世界
をリードできる可能性が高いと考
える。今後、量子通信技術の進展
に伴って、萌芽期にある宇宙量子
通信にも関心が高まるものと予想
される。
7   まとめ　̶通信放送衛星システムの利用と技術開発のあるべき姿̶蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　既に技術が成熟したとも思わ
れる衛星通信技術であるが、第
３期科学技術基本計画の中で
ETS－ⅧとWINDSがもたらす新
しい通信技術により、従来の商業
的な衛星通信から一歩踏み出した
新たな利用技術が生み出されるこ
とが期待される。そのような技術
を日常生活での応用に定着させる
ことが重要である。そのためにイ
ンフラ整備や利用者の取扱い能力
の向上など今から準備すべきこと
を以下に提言する。
盧災害･緊急時における衛星通信
　の利用
　最近頻発している大災害におい
て、通信網に関しては大きな問題
を生じていないため、地上の通信
網の脆弱性に関して楽観視されて
いるように思われる。通信インフ
ラの破壊を伴う大災害は天災･人
災を問わずいつ起こっても不思議
ではない。また、通信路が破壊さ
れていなくても通信の輻輳によっ
て回線が接続されにくくなるとい
う状況はしばしば見られる。宇宙
インフラはそのような地上インフ
ラの弱点である災害時の通信途絶
や通信トラフィックの輻輳などの
脆弱性を補うものである。従って、
「災害･危機管理に関する情報を国
民に即時に周知できる衛星」を我
が国の重要なインフラとして整備
すべきである。当然のことでは
あるが、災害発生時にどのような
情報をどのように伝達するかとい
う、ソフト面の検討や実作業の確
実性を重視する必要がある。衛星
通信を中核とする全国瞬時警報シ
ステム（J－Alert）の効果が充分
に発揮できるように、伝達ルート
の整備や非常用電源の操作等、訓
練や演習を行うことが望ましい。
自治体職員だけでなく、各地域の
シニア技術者が参加するような取
組みも考えられる。
盪利便性を向上させる定常的な
　通信放送衛星システム
　より利便性の高い移動体通信や
ユビキタスなインターネット接続
環境などを実現する上で、試験的
に行われる ETS －ⅧやWINDS
の通信機能を継続的に利用でき
るようにする必要がある。定常的
な衛星システムは米国のスーパー
301 条により国際調達を行うこと
になるが、我が国の技術開発を推
進する上で、このことは必ずしも
障壁ではない。我が国の国益や安
全保障のために必要な衛星につい
て、我が国が独自に研究開発した
世界最高水準の機能を含む仕様
を広く世界に提示して国際調達
を行えば、我が国が開発した機
器を搭載した衛星が選定される
可能性は非常に高い。そのよう
な状況に誘導するためには、継続
的に技術開発・製造・運用体制を
整えるべきである。
蘯衛星通信技術を土台とした
　将来技術の研究促進
　第３期科学技術基本計画にお
ける通信放送衛星システムの目標
を実現した後、我が国はこの領域
でどのような方向に技術開発を進
めるべきかも考えておく必要があ
る。電磁波による通信の大容量化・
高精度化・インターネットへの融
合などの改良技術だけでなく、例
えば量子通信技術の研究の場とし
て宇宙を利用することが考えられ
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る。量子通信技術は社会に適用す
るまでには新しいフォトニック素
子や通信方式の開発など多くの研
究を行う必要があり、我が国が培
ってきた衛星通信技術を土台とし
て、数千kmから数万 kmの長距
離を空間伝搬させる宇宙量子通信
の研究を促進することも一つの方
向性であると考える。
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